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1.1 緒言 
どのような方法で、どれくらいの数の試料を調べるべきか、その時の精度はどれくらいでどの
程度の差を確認できるか。これらの測定・評価方法の問題は新しい材料、製品を開発する上
で常に意識すべき問題である。現在では、多くの材料、製品に関して規格化された測定・評価
方法があり、上の問題を意識することは少ないかもしれない。実際、材料系の論文で使用した
評価方法の測定精度等について1つ1つ言及したものは少ない。これは、実験対象の様々な
因子の効果に対して測定によるバラツキが十分に小さい場合には特に問題にならない。しか
し、試料の測定値のバラツキが大きい場合には、実験対象の因子の効果をバラツキから分離
し、正確に評価するために統計学的手法を用いた解析が重要になる。著者は長年にわたり磁
器食器に関する研究に取り組んできたが、産業的に生産される磁器食器は量産性やコストの
問題から製品に高い精度を求めることができない。結果、各種特性に関する測定値のバラツ
キは大きく、特に磁器食器の製品強さに関する研究では誤差と実際の効果の分離は常に大き
な問題であった。磁器食器の製品強さの評価方法として国内では振り子式衝撃試験機を用い
た測定が多く行われているが国内に規格化された方法がない。本研究は主に強化磁器食器
の衝撃強さ試験方法の規格化に必要な各種実験とその統計解析結果について報告する。 
 
1.2 陶磁器 
やきものとも呼ばれる窯業製品の歴史は新石器時代に発明された土器にはじまり、長い歴
史の中で技術を進化させてきた1,2)。大きな技術的な変遷は 4 段階に分けることができる。すな
わち、初めの窯業製品である土器、窯による焼成が始まった炻器、素地表面にガラス層を形
成させた陶器、そして原料の精製技術から焼成まで高度に制御された磁器である。このように
長い間、窯業製品が開発され利用されてきたのは、材料特性として耐熱性に優れ、耐薬品性
や耐摩耗性、耐候性もよいという特徴を持つためである。しかしながら、窯業製品は本質的に
もろく割れやすいという欠点をもつ。土器から磁器に続く技術開発は先人達がより強いやきも
のを求めた結果ともいえる。近年、磁器利用は食器等の日用品だけではなく碍子等に代表さ
れる工業製品にも拡大しており、機械的強度の高い磁器の開発は現在においてもなお重要
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である。また伝統的な窯業製品である食器に関しても、省資源、少コストの要求からより軽く割
れにくい製品が求められており磁器の強化機構及び強化磁器に関する研究は今日でも重要
な課題となっている。 
 
1.3 磁器について 
本研究の対象である磁器について定義、原料、製造方法を概説する。一般に磁器とは陶磁
器のうち白くて透光性があり、たたくと金属音がするものと定義される。吸水率は 1％以下で表
面にガラス質の釉層が形成されている。磁器製造の原料である陶土は主に 3 種の原料から構
成される。可塑性付与材はカオリン・蛙目粘土等に代表され、陶土に成形性を与え、また乾燥
時にバインダーとして作用する。骨材は珪石・アルミナ等に代表され、乾燥や焼成による収縮
を抑え、焼結時に製品の変形を防止する役割をもつ。長石に代表される融材は焼成時にガラ
ス相を形成し焼結を促進させる。これらの原料を目的とする焼成温度、一般的には 1300℃前
後で磁器化、すなわち吸水率がほとんど無くなり最大の嵩密度が得られるように組み合わせ
陶土を作製する。 
磁器製品の製造工程を図 1.1 に示す。陶土調整後、ロクロ等による塑性成形や、水と解膠
剤を加え流動性を持たせた陶土を石膏型へ鋳込むことで目的の形状を得る。完全に乾燥した
後、成形体表面を削り、さらに水ブキによる仕上げを行い 900℃で素焼する。素焼後、下絵付
けをし、焼成後の製品表面にガラス相を形成する釉薬を呼ばれるスラリーのコーティング作業、
すなわち施釉を実施する。最後に 1300℃の本焼成によって吸水率がなくなるように素地を焼
結させ、同時に表面の釉をガラス化し磁器製品を得る。 
 
900℃ 1300℃  
??
?
??
?
????
?
??
?
???
?
???
?
 ????
?
 
 
 
 
図 1.1 磁器製品の製造工程 
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?
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（SiO2） 
 
図 1.2 磁器焼成における相変化の概念図 
代表的な陶土原料である、カオリナイト、カリ長石、そして珪石の 3 原料の混合系における
1,300℃までの磁器焼成過程での相変化を図 1.2 に示す。骨材である珪石すなわち石英粒子
は 573℃で大きな体積変化を伴いながらα石英→β石英への相転移をする。石英粒子は
1,000℃以上の高温でも安定であるが徐々に周りのガラス相に熔融する。カオリナイトは 550℃
付近で結晶水を放出しメタカオリンとなり可塑性を失う。約 1000℃で粘土粒子の中からムライト
が析出をはじめ、その後、長石の熔融にて生じたガラス相との反応を繰り返し、最終的にはム
ライトとガラス相を形成する。冷却時には石英結晶のβ-α転移が発生し、石英粒子が約 6％
体積収縮する。以上の反応により、焼成後の磁器組織の構成は図 1.3 に示すような石英粒子
とムライト結晶、ガラス相となる。
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1.4 磁器の強化機構及び機械的強度向上に関する従来の研究 
本研究では研究の対象として強化磁器を取り上げるが研究の必要性について明確にする
ために磁器の強さに関してこれまで行われてきた研究を概説する。 
 
1.4.1 石英粒子の制御による強化  
磁器中の石英粒子は焼成後の冷却過程に
おいて、573℃でβ石英からα石英に相転移し、
6%程度の大きな体積収縮を起こす。このため、
石英粒子の周りのガラス相には図 1.4 に示すよ
うに圧縮応力が発生し、プレストレス効果により
機械的強度が向上する。しかし、粗粒の石英粒
子では粒子の周りや内部に亀裂が生じることで
素地の強度が低下し、逆に、細かすぎる石英粒
子ではプレストレス効果が失われ強度の向上が
小さくなる。従って、石英粒子の粒子径は機械
的強度に大きな影響を及ぼすが、最適な粒度
範囲に関しては様々な報告があり、周りの素地
Q 
M 
10µm 
図 1.3 焼成後の磁器組織 （4.5%HF 処理） 
M：Mullite  Q：Quartz 
β→α転移による収縮 
石英粒子 
ガラス相 
β石英 
α石英 
 
石英粒子 
圧縮 
引張 
図 1.4 磁器素地冷却時の石英粒子の相転
移による圧縮応力発生のイメージ図 
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の組成によって異なるようである3-8)。他に、石英粒子周りのマイクロクラックによる破壊靱性の
向上に関する報告もある9)。石英粒子周りのマイクロクラック発生に関しては、長い間 573℃の
相転移が原因と考えられていたが、最近のAEセンサーによる調査では 800～900℃の間で発
生することが指摘されている10)。また、石英と同じ化学式SiO2で示されるシリカの多形の 1 つで
あるクリストバライトを含むクリストバライト磁器も同様のプレストレス効果により高い機械的強度
を持ち、高圧碍子の素地として長年利用されている11)。このように、磁器中の石英粒子を対象
とした研究は多く行われており、特に粗粒の石英粒子は微量であっても磁器の機械的強度を
大きく低下させることが繰り返し指摘されている。しかしながら、実際の磁器製造現場において、
粗粒の石英粒子を完全に除去することは困難であり、また粒度を小さくした原料は成形以降
の磁器製造工程での歩留まりを大きく低下させるという問題がある。 
 
1.4.2 釉層への圧縮応力による強化 
収縮前の位置 
圧縮される釉層 
素地 
A 
釉の収縮量 
素地の収縮量 
釉層 
図 1.5 釉層と素地の熱膨張差による釉層
への圧縮応力発生のイメージ図 
釉は磁器表面に存在するガラス質の厚膜
であり、磁器表面に光沢を与えると共に、なめ
らかにすることで防汚にも寄与する。磁器は
釉と素地部分の複合材料ともとらえることがで
き、釉の熱膨張を素地よりも低くすることで釉
層に圧縮応力を付加し、機械的強度を高くす
ることができる12-13)。図 1.5 は釉層への圧縮応
力を付加させる原理を示している。磁器焼成
後の冷却過程において、700℃付近までは釉
層はやわらかいので特に応力が発生すること
は無い（図中、収縮前の位置）。釉層の固化
後、熱膨張が素地より小さい場合、収縮の差
により図中Aで示す部分の釉層が余剰となり、
圧縮された状態で磁器表面に存在することに
なる。したがって、施釉素地としての釉中の圧
縮応力を利用した強化は素地の熱膨張率が
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大きいときに導入しやすく、素地に熱膨張の大きいクリストバライト相を多く含む碍子において
伝統的に用いられてきた14)。しかしながら、釉中の圧縮応力が大きくなりすぎた場合には、釉
の圧縮応力の反力として引張応力を受ける素地部から破壊が始まることが確認されており、素
地の強度によってはシバリングと呼ばれる冷却時の自己破壊が発生する15)。このため、釉中の
圧縮応力による機械的強度の向上は素地自身の強度に大きく依存する。アルミナ系強化磁
器を用いた研究では無釉素地に比べ 1.4 倍もの曲げ強さの向上を実現した報告もある。
 
1.4.3 アルミナ添加による強化 
磁器中の石英粒子をアルミナで置換することで機械的性質が向上することがAustinらによっ
て 1946 年に報告された16)。以降、アルミナの添加は強化磁器の主要な強化方法として多くの
研究がおこなわれてきた。アルミナの粒径や形状の影響、曲げ強さの統計解析、あるいは曲
げ強さ試験方法に関する研究等多方面からの報告があり、施釉体の曲げ強さが 300MPaを超
えるものまで開発されている17-22)。アルミナは焼結後の素地中でも安定して存在するため、ア
ルミナ系強化磁器は工業的に安定した生産が容易であり、今後も主要な磁器の強化方法とな
ると考えられる。なおアルミナ系強化磁器は普通磁器に比べて密度が大きくなり同一形状であ
れば製品重量が増すという欠点があるが、比強度（曲げ強さ/密度）が大きいため一般的に普
通磁器より薄く作ることでこの欠点を補っている。 
 
1.4.4 緻密化プロセスと強度 
磁器の緻密化プロセスと機械的強度には密接な関係があり、多くの研究がおこなわれてい
る23,24)。一般に焼結が進行するに伴い強度は増加していくが、磁器は多くのガラス相を含むた
めに最大緻密化温度を超える焼成温度ではブローティングと呼ばれる発泡現象により強度が
低下する。強度が最大になる温度と、緻密度が最大になる温度は、ほぼ同じになるという報告
がある一方で、磁器の組成によっては緻密度が最大になる温度では初期のブローティングの
影響により最大強度よりも強度低下することも示されており、磁器組成により様々な傾向を示す
ようである。 
以上のように、磁器について素材強度の向上や測定方法に関する研究は様々な方向から
数多く詳細に行われてきた。また測定技術の進歩に伴い磁器化プロセスの研究や再考察も盛
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んに行われている25-28)。しかしながら食器等の最終製品に関してはDinsdaleらの一般食器の衝
撃強さに関する研究29)等があるが僅かでありほとんど報告されていない。 
 
1.5 強化磁器食器の現状について 
 強化磁器とは普通磁器に比べ機械的強度に優れた磁器を意味するが、その定義はあいま
いであり、長い間、明確な基準が存在しない状況にあった。そのため、平成 16 年に陶磁器業
界主導で自主ガイドラインが 1 つの基準として作成された。自主ガイドラインでは強化磁器とし
て認められる素材強度基準として、普通磁器の約 2 倍に当たる 150MPa 以上の曲げ強さ
（JCRS 203「食器用強化磁器の曲げ強さ試験方法」による測定）を定めている。ただし、この
自主ガイドラインは「学校給食用食器」を対象品目に限定している。この「学校給食用食器」と
いうキーワードが本研究を始める大きなきっかけとなっている。 
図 1.6 は文部科学省が 3 年ごとに調査している学校給食用食器の素材別市場占有率の変
遷である30)。平成3年度においてはアルマイトとポリプロピレンが市場を2分している。なお、食
器の種類により複数の素材を併用する学校もあるため、各素材の市場占有率を合計した値は
100％を超えている。平成3年以前はアルマイトの市場占有率がさらに高いものであった。アル
マイト製食器は軽く扱いやすいという長所がある反面、熱伝導が良いため熱い食品を入れたと
きに食器を手で持てないという短所があり、児童、生徒が机に置いた食器に顔を近づけて食
べる、いわゆる「犬食い」が問題視されるようになると徐々に市場を失っていった。アルマイトに
代わり導入が進んだのがポリプロピレンやポリカーボネート、メラミン等の軽くて熱伝導性の低
い樹脂製食器である。しかしながら、樹脂製食器の科学的安定性はたびたび問題視され、安
定したシェアを保つことができなかった。特に平成 6 年の統計調査に登場後、大きな伸びを示
していたポリカーボネート製食器からのビスフェノールAの溶出はマスコミが大きく取り上げたこ
ともあり自治体が樹脂製食器の導入を再考するきっかけになった。他に、グラフ中ではその他
の項目に含まれるが、金属や樹脂に変わる素材として強化ガラスが注目されたこともあった。
強化ガラスは化学的安定性に優れ、陶磁器に比べ非常に高い耐久性を持つことから一部の
学校では導入も進んだ。しかし、強化の機構上内部に大きな応力を持つため、万一の破損時
に破片が広範囲に飛び散ることが明らかになり学校で使用するには危険性が大きすぎると判
断され本格的に普及することはなかった。
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図 1.6 学校給食用食器の素材別市場占有率の変遷 
文部科学省調査 
このような流れの中で、伝統的な食器の素材である陶磁器が見直され、陶磁器製食器は強化
磁器を中心に市場を確実に伸ばしてきた。また、平成 17 年 6 月の食育基本法の成立は食育
への関心を高め、陶磁器食器のもつ文化的側面への再評価から強化磁器食器普及の追い
風となった31)。しかし、強化磁器食器が本格的に普及すると同時に重量と破損の問題が指摘
されるようになった。学校給食用食器が金属や樹脂製の食器から強化磁器製食器に切り替わ
るときに製品重量は最初に意識される課題である。樹脂に比べ密度が高く、また金属のように
薄い形状を作ることができない強化磁器では必然的に製品の重量が大きくなる。ひとつの製
品重量の差が数10グラムであっても学校給食食器は集団で使用するため、例えば40人分で
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3 種のように、ひとクラス分がまとまれば数キログラムの差が生じ、子供たちによる運搬や給食
センターでの作業に大きく影響することになる。そこで、出来るだけ軽い強化磁器食器が求め
られるのは必然であるが、強化磁器の普及が拡大していく初期には極端に薄く軽量化された
製品が用いられた事例もあり、破損の多さがしばしば問題になった。これは強化磁器という素
材に慣れていない消費者と学校給食の過酷な使用状況を具体的に把握できない製造者の組
み合わせによって生じた混乱の結果でもある。強化磁器の普及が本格化した平成 16 年に自
主ガイドラインが策定されたのは、このような背景があり、業界による安定した強化磁器食器の
供給と、消費者への正しい知識の普及が目的となっている。以下にガイドラインの概要を示
す。 
 
 製品強度（衝撃強度）の基準 
 径 14cm ボウル、丼類 ： 0.21J 以上 
 径 18cm 皿類  ： 0.33J 以上 
 （ASTM－C368 規格に基づく衝撃試験における結果 5個以上の平均） 
 
 材料強度（曲げ強度）の基準 
 150MPa 以上 （JCRS203 による曲げ強さ試験） 
 
 その他の試験項目 
 耐熱衝撃試験：JIS S2400 の試験方法により温度差 120℃以上であること。 
 鉛、カドミウム溶出試験に合格していること。 
 
現在においても、より割れにくくより軽い強化磁器食器を求める消費者の声は強く強化磁器
食器の開発は続いている。素材強度に関しては、前節に示した通り多くの研究が行われてお
り、また産業的にも応用され曲げ強さ 300MPa を超える素材を利用した製品も市販されている。
もはや素材強さの向上は限界に近く、製品単価の安い給食用強化食器においてこれ以上の
素材強さを求めるのは効率的ではない。そこで、形状の最適化等による最終製品としての食
器の強度向上に関する研究が重要になってきている。 
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1.6 強化磁器食器の衝撃強さ評価法について 
2009年の段階で強化磁器の衝撃強さの評価方法に関する国内規格はなく、米国材料試験
協会規格 ASTM C368“Standard Test Method for Impact Resistance of Ceramic Tableware”
に準拠した方法によって試験が行われることが多い32)。以下にASTM C368 による衝撃強さ測
定法を要約する。図１.7 にASTM型衝撃試験機の模式図を示す。 
衝撃試験機は試料を打撃する振り子式のハンマーTと、試料を固定する台から構成される。
衝撃強さ測定に先立ちハンマーのハンマーモーメントの計測が必要となるが、ハンマーを
90°振り上げた状態で打撃点部分にかかる荷重を計測しハンマーモーメントMとする。試料S
は V 型に配置したブロック B で水平方向の移動を拘束される。ハンマーは自然に吊り下げら
れた状態で打撃面が試料の縁部にそっと接するように位置を調整する。あらかじめ定められた
初期エネルギーになるようにハンマーの振り上げ角θを調整したのちハンマーを自由落下さ
せ試料の縁部を打撃する。試料に破損が認められない場合は、ハンマーの振り上げ角を徐々
に大きくすることでハンマーエネルギー増加させながら試料が破損するまで打撃を繰り返す。
破損時のハンマーの振り上げ角θとハンマーモーメント Mから衝撃強さ Is を決定する。 
 
Is=M(1-cosθ) （1.１）  
 
なお ASTM C368 における衝撃強さの測定値は任意の合格基準への合否判断に使えると
されているが、測定精度や再現性に関する記述はない。そこで ASTM C368 衝撃試験を強
化磁器食器の評価に適用するためには測定精度や再現性に関して確認する必要がある。 
学校給食用食器の市場が拡大するに従い食器用の衝撃試験機を導入する研究機関が増
えてきている。しかしながら、ASTM C368のオリジナルは1955年と古くそのままでは試験の作
業性が悪いために、最近の衝撃試験機は作業性向上、あるいは自動化のために若干の変更
が加えられることが多く、装置の変更に伴い試験方法もアレンジされる。そこで鉱工業関連公
設試間での陶磁器製食器の衝撃試験方法の統一が必要とされ平成 14 年に産業技術総合研
究所と 14 の公設研究機関からなる強化磁器食器分科会が当時の産業技術連携推進会議窯
業部会内に設置された。平成 18 年度には試験方法の標準化に向けてJIS原案作成推進委員
会が設置され規格の策定に向けた活動が行われている33）。 
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図 1.7   衝撃試験機の模式図 
(S:試料, T: 打撃用ハンマー, B: バックストップ). 
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1.7 測定データの統計解析について 
 実験によって得られるデータは本質的にバラツキを含んでおり、その分布を把握することは
データの比較等を行う上で重要である。例えば、セラミックスの曲げ強さのバラツキはワイブル
分布で処理されることが多くJIS R1625 にも統計解析法が規定されている34)。曲げ強さに関し
ては他の分布の検討例もあり強さの統計学的検討の重要性を示している35)。本研究は強化磁
器食器を対象としているが大量生産される強化磁器食器は寸法や重量のバラツキが大きく材
料試験に用いる試験片のような寸法精度はない。衝撃強さは試料の破壊時にハンマーが持っ
ていたエネルギーをそのまま衝撃強さとして用い、製品の厚さ等を考慮しない。当然、試験結
果は製品のバラツキの影響を強く受け、衝撃強さのバラツキも大きくなる傾向がある。このため、
測定誤差と実験の条件を変化させたことにより発生した意味のある差を区別することが困難に
なる。もちろん測定数を増やすことで測定の精度を高くすることは可能であるが、実際の製品と
なる食器を大量に破壊し調査することは経済、効率の両面から現実的でない。そこで、本研究
では統計的手法を積極的に用いて測定値を処理している。本節では本研究に用いた統計的
手法を概説する。 
 
1.7.1 適合度のχ2検定 
 適合度のχ2検定は測定値の頻度分布がどのような理論分布に適合するかを調べるために
用いられる34-35)。測定値のバラツキがどのような分布か判らない場合、どのような統計的手段で
測定値を処理できるのか判断できなくなるため分布の確認は非常に重要である。 
具体的には、観察された頻度分布と想定される理論分布の差を計算し、その大きさの差が
生じる確率が統計学的な有意水準（一般的には 5％や 1％）よりも高いか低いかで判断する。 
表 1.1 適合度のχ2検定 
階級 A1 A2 ・・・ Ak 計 
観測度数 f1 f2 ・・・ fk n 
理論確率 p1 p2 ・・・ pk 1 
理論度数 np1 np2 ・・・ npk n 
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例えば表 1 のようにn個のデータに関してA1からAkで示されるk個の階級についてf1からfkの観
測度数が得られたと仮定する。このとき、想定される分布の理論確率pから理論度数npを算出
することで観測度数と理論度数の差を検定できる。 
 
  ∑
=
−=
k
i i
ii
o np
npf
1
2 )(χ
2
f
  (1.2) 
 
もし、観測された分布が想定される理論分布で近似できるのであれば観測度数と理論度数の
差 i－npi は小さくなり、χ02検定統計量も小さくなる。χ02統計量はnが十分大きいとき階級数
kから算出される自由度φのχ2分布、χ(φ)に従う。よってχ2分布表から任意の有意水準α
におけるχ2の値を読み取りχ0
2検定統計量と比較したときに、観測された分布が想定される理
論分布で近似できるときに χ0
2 < χ2 とならないことはまれであり、想定した理論分布でない
ことはほとんど無いと判断できる。 
確率の観点で言い換えれば、観察された頻度分布が想定される理論分布で近似できるとい
う仮説を立て、仮説が発生する確率を計算し、確率が十分に小さければ、仮説はめったに起
きない事象であり、そもそも仮説が成り立ちそうにないと判断する。逆に確率が高い場合には
仮説を棄却する統計学的根拠はないと判断する。このように仮説を立てて仮説が発生する確
率から仮説の妥当性を統計学的に判断する方法は仮説検定と呼ばれ客観的に測定値を判
断し誤診を減らすために重要である。 
 
1.7.2 ウェルチの検定 
 本研究において、ウェルチの検定を 2 群の測定値についてその平均に有意差があるかどう
かの検定に用いた38)。ウェルチの検定も仮説検定であり、2 組の平均が等しいという帰無仮説
を立て帰無仮説が棄却できるかを検定する。なおファインセラミックスの2群の強さの測定値の
統計的比較方法についてはJIS R1674“ファインセラミックスの加工損傷による強度変化の統
計的判定方法”にも規定されており、ウェルチの検定も取り上げられている39)。以下にウェルチ
の検定の概略を示す。 
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xA1, xA2, xA3 ・・・・, xAnaで表されるna個の正規分布N(μA,σA
2)に従う測定値群Aと 
xB1, xB2, xB3 ・・・・, xBnbで表されるnb個の正規分布N(μB,σB
2)に従う測定値群Bの 
母平均の差を検定すると仮定する。なおN(μA,σA
2)は正規分布に従う母平均μA、母分散
σA
2の正規分布を表している。 
2 組の測定値の平均の差を検討するためにはそれぞれの母平均の推定量の差 BA xx −
を用いる。  すなわち 2 つの測定群の母平均に差が無い場合、誤差によるバラツキ
から生じる母平均推定量の差 
BA μμ =
BA xx −  はあまり大きな値にはならないはずであり、 
BA xx −  として小さい値が頻出することは自然である。逆に BA xx −  が大きければそのよう
な値はめったに観測されない、すなわち最初の BAμ μ=  という仮説が誤りであり  と 
 の間に差が存在する可能性が高いことになる。 
Aμ
Bμ
具体的には、 BA xx −  は確率分布の性質から正規分布に従う性質を利用する。はじめに
次式により BA xx −  の標準化を行う。 
 
B
B
A
A
BA n
V
n
Vxxt +−= /)(0   (1.3) 
 t0 : 検定統計量 
Ax  : 測定群Aにおける測定値の平均値 
Bx  : 測定群Bにおける測定値の平均値 
nA : 測定群Aの測定試料数 
nB : 測定群Bの測定試料数 
VA : 測定群Aにおける測定値の分散 
VB : 測定群Bにおける測定値の分散 
ここで不偏分散 Vは各測定条件における個々の測定値と平均値の差の 2乗和を 
測定数-1 で割ったものである 
 
1
)( 2
−
−= ∑
n
xx
V i  (1.4) 
ix  : 個々の測定値 
  x  : 測定値の平均値 
  : 測定数 n
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もし であれば検定統計量tBA μμ = 0はSatterthwaiteの方法 
 
 
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛+⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ += B
B
B
A
A
A
B
B
A
A
n
V
n
V
n
V
n
V
φφφ
222
*   (1.5) 
 
 φ* : 等価自由度 
φA : 測定群Aにおける自由度 
φB : 測定群Aにおける自由度 
 
によって求められる等価自由度φ*のt分布に近似的にしたがう。従って ( )αφ　 ,*0 tt ≥ のとき危
険率αで  の帰無仮説を棄却し有意であると判断する。 BA μμ =
 
1.7.3 分散分析 
ウェルチの検定は 2 群の測定値に対する検定であり、3 群以上に測定値に有意差があるか
どうかの判定には使えない。そこで、3 群以上の測定値に対しては分散分析を用いた。分散分
析は測定されたデータに含まれる変動（バラツキ）を因子の水準の違いによる変動と、それ以
外の原因によって生じる変動、いわゆる誤差変動に分解し因子の効果を判定する仮説検定で
ある40)。すなわち、因子の効果がほとんど無い場合、水準間の変動と誤差による変動はほとん
ど同じになるはずであり、逆に因子の効果が明確な場合には無視できない差が生じることを利
用した検定である。 
表 1.2 において実験因子B1 からBaのいずれにも実験結果に対する効果が無い場合、それ
ぞれの平均 ･1y  から ･ay  はほとんど同じになるはずであり、 ･1y  から ･ay  の間で生じ
るバラツキは小さくなる。逆に要因に明らかな効果がある場合それぞれの平均には要因の効
果による影響が現れ ･1y  から ･ay  の間で生じるバラツキは大きくなる。一方で各要因にお
ける繰り返しに起因するバラツキは実施した実験に本質的に含まれる誤差でありε1からεaで
ほとんど変わらないはずである。そこで各要因の平均 （ y ） の間に存在するバラツキの大き
さと、各要因におけるバラツキの大きさ （ε） を比較することで要因に統計学的有意差があ
るかどうかを検定できる。 
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表 1.2 実験のデータ構造 
要因 B1 B2 B3 ・・・ Ba 全体 
y11 y21 y31 ・・・ ya1  
y12 y22 y32 ・・・ ya2  
・ ・ ・ ・・・ ・  
・ ・ ・ ・・・ ・  
繰返し 
y1n y2n y3n ・・・ yan  
平均 ･1y  ･2y  ･3y  ・・・ ･ay  y  
誤差 ε1 ε2 ε3 ・・・ εa  
 
 
1.8 実験計画法 
本研究は強化磁器食器の製品としての衝撃強さを向上させることを目的の 1 つとしている。
強化磁器食器製品の衝撃強さの向上のためには素材強さに加え形状による強化及び製造プ
ロセスの最適化が必要になる。しかしながら、セラミックス、特に陶磁器の形状や製造プロセス
に関する報告は、素材に関する研究に比べ少ない。もちろん、企業にとっての製造プロセスの
研究は生産活動に直接かかわる部分であり、公開できる情報が少ないということ、大学等の研
究機関では設備等の問題から陶磁器の製造プロセスの研究そのものが実施しづらいというこ
とも一因と考えられるが、陶磁器の製造プロセスが複雑であり通常の実験方法では系統立て
た考察が困難なことも原因と考えられる。例えば、ある工程において設定可能な制御因子ある
いは要因がn個あった場合それぞれの因子に対して3水準の変化を与えた場合その組み合わ
せは 3n通りとなり、制御因子が 4 つであれば実験の組み合わせは 81 通りにもなり実施困難に
なる。例え実施出来たとしても実験の実施期間が長くなれば、予期できない様々な外乱因子
の影響が大きくなり測定値の精度は低下する。この問題を解決し製品特性に関する各要因の
影響を明らかにするためには統計的手法を利用した実験計画が有効である41-45)。 
考えられるすべての組み合わせを実施する完全実施実験から実験計画法によって特化し
た一部の実験を抜き出し部分的に実験を実施する方法は、試験数の大幅な減少をもたらす。
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表 1.3 2 因子 2 水準の実験における各因子の効果と結果 
因子 B 
 
B1 B2
行平均 
A1
R11
=A1+B1
R12
=A1+B2
(R11+R12)/2 
=A1+B1/2+B2/2 
因 
子 
A A2
R21
=A2+B1
R22
=A2+B2
(R21+R22)/2 
=A2+B1/2+B2/2 
列平均 
(R11+R21)/2 
=A1/2+A2/2+B1
(R12+R22)/2 
=A1/2+A2/2+B2
 
 
 
 
 
一般的な統計的な実験計画は直交配列表と呼ばれる行列に基づき実験の因子水準が割り当
てられる。実験の因子はお互いに直交しておりこれらの効果を偏りなく評価することができる。
以下に原理を概説する 
表 1.3 は 2 因子 2水準で完全実施した実験における各因子の効果と結果を示している。因
子Aにおいて第 1 水準、第 2 水準の効果をそれぞれA1，A2とし、因子Bによる効果をB1,B2 とし
た時、実験に誤差が無い理想的な状態であれば 2×2＝4 通りの実験結果R11～R22は表に示
すように因子の影響を受けるはずである。ここで、因子Aの効果 A1－A2 は (R11+R12)/2－
(R21+R22)/2 で因子Bの効果から分離することができ、同様に因子Bの効果B1－B2 は 
(R11+R21)/2－(R12+R22)/2 で算出できる。ここで、表 1.3 の実験に更に 1 因子を加え 3 因子 2
水準の実験を行う場合を考える。通常であれば2水準3因子の実験は23＝8の組み合わせに
表 1.4 3 因子 2 水準の実験の割付 
因子 B 
 
B1 B2
A1 C1 C2
因 
子 
A A2 C2 C1
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なるがここで因子Cを表1.4のように配置し、表 1.3の時と同様に4種の実験を実施すると実験
数を増やすことなく因子Cの効果を評価できるようになる。すなわち、因子Cの効果は表 1.3 の
座標を利用すると 
 
C1－C2 ＝(R11+R22)/2－(R21+R12)/2 
= (2C1+A1+A2+B1+B2)/2－(2C2+A1+A2+B1+B2)/2 
 
で算出できる。この実験における因子A,B,Cはそれぞれ直交しており、実験数の半減を実現し
ている。近年の実験計画法において直交配列表は不可欠の存在になっており、実験規模に
合わせた様々な直交配列表が提示されており、機械的に利用することで効率のよい実験が可
能になっている。また実際のデータの解析には分散分析を用いることで容易に複雑な因子の
組み合わせから因子の効果を算出可能で、最終的な性質に最も影響を与える因子を知ること
ができる。例えば陶磁器の各種特性に焼成条件が影響を与えることは知られており、また石英
粒子も大きな影響を与える。通常の実験方法ではそれぞれの影響は判断できても最終製品に
どちらがより大きく影響するか判断することは困難である。しかし産業的には重要な課題であり
実験計画法を用いることで統計学的にそれぞれの因子の寄与率を算出できる46)。また陶磁器
の製造プロセス、特に制御因子が多い成形プロセスについては、初めに実験計画法により最
終製品の各種特性に与えるそれぞれの制御因子の寄与率を算出してから、特に影響の大き
い因子について特性に影響する原因を追及する手順用いることで、ほとんど影響の無い因子
の調査という無駄を省くことが可能になり効率的な研究が実施できる。 
 
1.9 本研究の目的 
近年、強化磁器食器、特に学校給食用強化磁器食器の需要がますます高くなってきている。
このような中、強化磁器食器のさらなる高強度化に期待する消費者の声も大きい。これまでに
多くの磁器に関する研究が行われてきたにもかかわらず、多くの研究は素材に関するものであ
り最終製品である食器の機械的特性に関する報告はほとんどない。しかしながら、食器の形状
や製造プロセスが最終製品の特性に大きく影響を与えることは経験的によく知られている。著
者は強化磁器食器の機械的特性の更なる向上のためには、多くの報告がなされている素材
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強さの向上をはかるよりも、食器形状や成形プロセスの改善による高強度化を行うことが効率
的であると考えた。そこで本研究の目的を次の通りにした。 
 
1.9.1 強化磁器食器の衝撃強さの評価方法の確立 
強化磁器食器の機械的特性として衝撃強さが最も重要視されていることから、本研究にお
ける食器の評価も衝撃試験によって行った。一般に強化磁器食器の衝撃強さ測定には振り子
式の衝撃試験機が用いられる。しかし、強化磁器食器の衝撃強さに関する研究報告はほとん
どなく、そもそも衝撃強さの測定値がどのような分布を示すのか、あるいは試料数と実験結果
の精度の関係等は不明であった。このような現状から筆者は以前に強化磁器の碗について多
数の衝撃試験を行いその分布を調査し、測定数と精度の関係を明らかにした。しかし、このと
き測定した強化磁器食器碗の測定値がそのまま強化磁器食器の代表的な測定値であると判
断することはできない。そこで本研究では強化磁器の衝撃強さ測定値の分布についてさらに
詳しく調査するため他の形状の強化磁器食器についても調査を行った。更に、多くの種類の
強化磁器食器に関する衝撃強さ測定値から強化磁器食器の衝撃強さの平均的なバラツキに
ついて明らかにすることを最初の目的とした。 
強化磁器の衝撃試験において、試料の固定方法等の測定条件が測定結果に与える影響
についてはあいまいであった。そこで本研究では衝撃試験における試料の固定方法について
詳細な調査を行い、測定結果に与える試料固定条件の影響を明らかにし、安定した強化磁器
食器の衝撃強さの評価方法を確立することを第 2 の目的とした。 
 
1.9.2 食器形状の FEM による解析 
強化磁器食器の衝撃強さ試験のFEM(有限要素法)解析はこれまでにもいくつかの研究報
告がある47-51)。しかし、食器の形状を系統立てて変化させたFEM解析は行われていない。食
器形状が最終製品の衝撃強さに大きく影響を与えることは経験的に明らかであり、幾つかのポ
イントを押さえた形状設計することで重量を増加させることなく衝撃強さを向上できると考えら
れる。そこで本研究では強化磁器食器の衝撃強さに影響を与えると考えられる、幾つかの形
状決定要因について、直交配列表を用いて系統立てて変化させ解析を試みた。最終的に、
衝撃強さに影響を与える形状要因の特定と食器形状設計への実験計画法の適用による効率
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化を目的とした。 
 
1.9.3 食器成形工程の最適化 
陶磁器の焼成体の機械的特性に成形体の緻密度が影響することが報告されている24)。しか
しながら陶磁器の具体的な成形方法に関する研究はほとんど行われていない。本研究では学
校給食用食器の成型方法として最も多く利用されているローラーマシン成形を対象に成形条
件が製品の諸特性に与える影響について調査した。ローラーマシン成形は設定項目が多く通
常の実験方法をとることが困難であるので直交配列を用いた実験計画法の適用を試みた。こ
こでは複雑な強化磁器成形への実験計画法の適用の可能性を調査し、具体的な成形による
機械的特性の向上を目的とした。 
 
1.10 本論文の概要 
本論文は、強化磁器食器の衝撃強さに関する評価方法と、より衝撃強さの高い製品を得る
ための工業手法について述べたものである。その概要をまとめると次のようになる。 
第 1 章では、強化磁器食器の現状を述べると共に、最近の強化磁器および磁器の強化機
構に関する研究を概説した。また本論文での主要な解析手法となる統計学的方法や、実験方
法に大きく関係する直交配列表を用いた実験計画法についても概論を記述した。 
第 2 章では多数の強化磁器食器の衝撃強さを振り子式衝撃試験機を用いて測定し、統計
解析することによって衝撃強さ測定値の分布について確認した。また多種多様な強化磁器食
器の衝撃強さの測定結果から衝撃強さのバラツキの分布についても検証し、平均的な強化磁
器食器の衝撃強さのバラツキについて確認し、衝撃試験における試料数と測定精度の関係に
ついて述べた。 
第3章では様々な衝撃強さを持つ強化磁器碗と皿について、衝撃試験によって破損した試
料の亀裂進展パターンや破断面の解析、ハイスピードカメラによる観察を行い、衝撃試験時の
試料の破損機構を明らかにした。 
第４章では強化磁器食器の衝撃強さ測定に及ぼす試料の固定条件の影響と原因を明らか
にするために、衝撃試験と圧縮試験を実施した。衝撃試験の結果を圧縮試験における荷重変
位曲線から考察することで試料固定方法の測定結果に与える影響について確認した。 
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第５章では有限要素法解析による食器の変形シミュレーションに実験計画法による系統立
てた食器形状の変化を組み合わせることにより、応力負荷時に食器表面に発生する応力の食
器形状による変化を統計的に検討した。 
第６章では、強化磁器食器の主要な成型方法であるローラーマシン成形に着目し、ローラ
ーマシン成形条件が強化磁器食器の諸特性に与える影響について実験計画法を用いて検
証した。 
第７章では本論文の統括を行った。 
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第 2章 強化磁器食器の衝撃強さの統計解析 
 
2.1 緒言 
強化磁器は一般磁器に比べ 2 倍以上の曲げ強さを有し破損抵抗が高く、特に給食用食器
の分野でそのシェアを伸ばしている。しかし強化磁器食器であっても落下などの強い衝撃を受
けると破損する。図2.1は“底抜け”と呼ばれる学校給食用強化磁器食器の典型的な破損形態
であり、繰り返し食器胴部に衝撃が加わったことが原因となり破損している。１日に数千食の調
理を提供する学校給食の現場では大量の食器を素早く洗浄するために連続式の自動食器洗
浄機が導入されているが、洗浄機への食器投入や洗浄後の食器の積み重ねの過程で食器に
繰返し衝撃が加わることは避けられず、食器の破損率が使用者にとって大きな問題となる。そ
のため強化磁器食器の購入に関しては仕様書によって一定以上の衝撃強さが求められること
が多い。しかしながら前章に記述したように国内に磁器食器に関する衝撃強さの定められた
測定方法はなくASTM C368 に準じた方法が比較的多く用いられてきた。ASTM C368 にお
ける衝撃強さの測定値は任意の合格基準への合否判断に使えるとされているが、測定精度や
再現性に関する記述はない1)。しかし、国内ではASTM C368 型振り子式衝撃試験機による衝
撃強さの測定値が食器の衝撃強さを比較するための絶対的な数値として用いられており測定
精度や再現性の確認が必要であった。 
図 2.1 学校給食用強化磁器食器の破損例（底抜け）
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そこで著者らは以前にASTM C368 型振り子式衝撃試験機を用いて衝撃試験の精度につ
いて報告した２)。本論文と関連が高いのでその結果を概説する。碗形状の強化磁器食器 100
個に対して行った衝撃試験の測定値を統計解析した結果、衝撃強さの測定値は正規分布で
近似することが可能であることが確認された。また得られた標準偏差を用いて試料数と測定精
度の関係をコンピュータシミュレーションにより明らかにした。このとき測定された強化磁器碗の
衝撃強さ平均は 0.24Jであり、破壊時の亀裂パターンは比較的単純であった。 
一方で同じ強化磁器素材を用いていても皿形状の食器は高い衝撃強さを示すことが多く、
破壊時に受けるハンマーエネルギーが大きくなるために破壊時の破損形態も複雑になりがち
である。強い食器と弱い食器の破壊時の破損形態における最も特徴のある違いは、図 2.2 に
示すヘルツコーンのような破壊様式が打撃点付近に存在するかしないかである。ヘルツコー
ンは脆性材料の典型的な破壊様式のひとつであり、打撃物の衝撃速度が速く作用面積が小
さい場合に発生する衝撃点から拡がる円錐状の亀裂である3)。観察される破損形態が異なる
ため、皿形状の強化磁器食器の衝撃強さ測定
値に関しては碗と異なる測定値の分布を示す可
能性があり、またバラツキの大きさも異なることが
予想される。 
打撃点 
↓ 
本章では皿形状の強化磁器食器の衝撃強さ
測定値について統計解析を行った結果を報告
する。また、多くの種類の強化磁器食器につい
て行った衝撃強さ測定値を統計解析することに
より、強化磁器食器における衝撃強さの平均的
なバラツキに関しても考察を行う。 
図 2.2 衝撃試験によって皿に生じた 
円錐形の欠け 
 
2.2 実験方法 
衝撃試験機は図 2.3 に示す振り子式衝撃試験機（RA-112：リサーチアシスト製）を用いた。
打撃ハンマーは軸長 377mm、重量 156g、ハンマーモーメント 0.58J であり、ハンマーの最大
振り上げ時におけるハンマーエネルギーは0.89J、最大ハンマースピードは3.28m/ｓである。ま
た試料の横方向に拘束する V ブロックの開き角は 120°であり、縦方向の拘束は試料の自重
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による。試験手順は ASTM C368 に従いハンマーを初期衝撃エネルギーから衝撃値増分だ
け徐々に衝撃エネルギー増加させて試験を行った。なお初期衝撃エネルギーと衝撃値増分
は試験の目的によって変化させた。 
 
 
 
 
図 2.3 振り子式衝撃試験機 （RA-112：リサーチアシスト） 
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2.3 結果と考察 
2.3.1 皿形状の強化磁器食器の衝撃強さの分布 
皿形状の強化磁器食器の衝撃強さの分布を確認するために試料 100 個に対して衝撃強さ
試験を行った。この衝撃試験における衝撃値の初期エネルギーは 0.100J、衝撃値の増分は
0.010J とした。また、測定に使用した試料は一般的な学校給食用強化磁器皿であり直径、高
さ、重量はそれぞれ 168mm、28mm、180g である。 
測定の結果、最大衝撃強さは 0.735J、最小衝撃強さは 0.405J、平均衝撃強さは 0.59Jであ
った。図 2.4 に測定された衝撃強さの度数分布を示す。合わせて同じ平均値と標準偏差を持
つ正規分布の理論度数を示す。なお試料数n=100 であるから。Sturgesの公式4) 
 
κ≒１＋log2n  （2.1） 
κ ： 階級数 
n : 試料数 
0
5
10
15
20
25
30
35
0.45 0.5 0.55 0.6 0.65 0.7 0.75 0.8
度
数
衝撃強さ (J) 
実測度数
理論度数
図 2.4 強化磁器皿（φ162-h28 180g）の衝撃強さの分布 
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により度数分布における階級数κは 8 とした。衝撃強さの度数分布はほぼ左右対称であり、ま
た正規分布の理論分布とよく似た分布となっていることが確認できる。そこで衝撃強さ測定値
の正規分布への適合度を検証するために正規分布への適合度のχ2検定を行った。χ2検定
は観察された度数を正規分布と仮定した場合の、各階級の理論度数を算出し、実測度数との
差を比較することで検定を行う。理論度数が小さい場合検定の信頼性が低くなるので 0.45 と
0.80 の階級をそれぞれ隣の 0.50、0.75 の階級に合併し階級数 6 として算出したχ0検定統計
量は1.95であった。階級数6で有意水準10％の場合χ2=6.25でありχ0検定統計量と比較す
ると 
 
χ02＝1.95 ＜ χ2＝6.25 (2.2) 
 
となり、検定統計量はχ2分布パーセント点より十分に小さく正規分布に適合しているという仮
定を棄却する結果とはならなかった。一般にセラミックスの強さの分布はワイブル分布として処
理されることが多く、JIS R１６２５“ファインセラミックス強さのデータのワイブル統計解析法”の
ようにデータ処理のJIS規格も制定されている。JIS R１６２５の適用範囲は高精度に作成された
試料を用いて測定する曲げ強さや引張強さ試験を対象としており、試験片の幅や厚さ等も計
算によって考慮するため、素材の強さのバラツキ以外の影響をほとんど受けない。一方で、食
器の衝撃強さの場合、複雑形状の試料を測定対象とし、破壊時に打撃ハンマーが持っていた
エネルギーをそのまま衝撃強さ測定値として用い、製品厚さや重量などで測定結果を補正す
ることはない。そのため衝撃強さはセラミックスの素材の強さに加え、打撃部の厚さや釉層の割
合、あるいは製品の歪などの影響を強く受ける。これら多くの要因のバラツキが複合化した結
果、衝撃強さは正規分布で近似できるようになったと考えられる。本実験により皿形状の強化
磁器食器に関しても衝撃強さの分布は正規分布で近似できることが確認された、よって今後、
強化磁器食器の衝撃強さに関して正規分布を前提とした統計処理を行う。 
 
2.3.2 衝撃強さの標準偏差率の分布 
前節で行った強化磁器皿の衝撃試験においてバラツキを示す指標の１つである標準偏差
は 0.0683 であった。しかし標準偏差は平均値の大きさに影響されるため種々の衝撃強さを持
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つ強化磁器食器のバラツキの尺度としては不適である。そこで本研究では標本標準偏差（σ）
を標本平均値（μ）で割った変動係数をバラツキの尺度として用いる。本研究で測定した強化
磁器皿の平均衝撃強さは0.59Jであったので変動係数は0.116となる。一方、以前測定した強
化磁器碗の変動係数は 0.136 でありその数値には若干の開きがある。そこで、強化磁器食器
の衝撃強さの変動係数の平均を求めるために著者らがこれまでに測定してきた 246 種の市販
強化磁器食器に関して変動係数を算出し統計処理を試みた。 
表2.1に分析に用いた強化磁器食器の詳細を示す。表に示すように碗形状181種と皿形状
65 種の直径、高さ、重量の範囲は幅広く現在国内で流通している学校給食用強化磁器食器
のほとんどはこの範囲に含まれる。また、これら食器のすべてが破損に強い玉縁形状を具備し
ており、また真上から見たときの縁形状は円形の丸碗、丸皿である。衝撃試験はそれぞれの試
料について10回ずつ行い、測定値の平均値と標準偏差からそれぞれの試料における変動係
数を求めた。なお衝撃試験は前節と同じハンマーを用いASTM C368の規定である初期衝撃
値 0.027J 衝撃値増分 0.014J で実施した。 
 
 
 
表 2.1 強化磁器食器の衝撃強さの変動係数の確認に使用した試料の詳細 
  碗類 皿類 
試料種類 181 65 
直径 (mm) 120～165 124～199 
高さ (mm)   51～74 21～40 
重量 （ｇ）   119～257 125～302 
 
衝撃強さ (J) 0.14～0.66 0.24～0.77 
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 図 2.5 に強化磁器皿と碗の変動係数の分布を示す。なお碗と皿で試料数が異なるためグラ
フの縦軸は度数パーセント表記である。図から明らかなように碗と皿において変動係数の分布
はほとんど同じ傾向を示しており右に裾を引いた特徴的な分布となっている。このことは形状
の違いが衝撃強さの変動係数に影響を与えないことを示唆している。なお、変動係数の分布
は右に裾を引いた特徴的な形となっているために通常の算術平均を行った場合では変動係
数の代表値を得ることができない。よってメディアン平均を求めたところ全試料の変動係数の
平均値は 0.118 であった。 
衝撃強さと変動係数の関係を明らかにするために本実験で得られた 246 個の変動係数を
衝撃強さ平均別に、それぞれ 82 個ずつの 3 階級に分類し解析を行った。3 つの階級は衝撃
強さ平均でそれぞれ 0.13～0.31J 、0.31J～0.43J、0.43J～0.77J の範囲となった。図 2.6 に各
階級における衝撃強さ平均と変動係数の関係を示す。なお変動係数は図 2.5 で示したように
右に裾を引いた分布となるので各階級におけるメディアン平均を用いており、グラフ中の上下
のひげは各階級における変動係数の最大値最小値を示している。図から各階級における変
動係数の最高値と最低値はほとんど同じであることが分かる。変動係数の平均値に関しては
0
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図 2.5 強化磁器碗（181 種）と皿（65 種）の衝撃強さ測定値の変動係数（σ/µ）の分布 
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図 2.6 平均衝撃強さと変動係数（標準偏差/平均）の関係 
（１） 階級１（衝撃強さ平均：0.13～0.31J） 
（２） 階級 2（衝撃強さ平均：0.31～0.43J） 
（３） 階級 3（衝撃強さ平均：0.43～0.77J） 
 
衝撃強さ平均が大きくなるほど若干小さくなっていく傾向がみられるが各階級における最大値、
最小値の幅と比較してその傾向は小さく、衝撃強さと変動係数の間に目立った相関はないこと
は明らかである。 
 
2.3.3 試料数と衝撃強さの測定精度 
強化磁器食器の衝撃強さの変動係数が強化磁器食器の形状や衝撃強さに関係なく同様
の分布を示すことが明らかになった。今回の実験では従来の研究にないほど大量の強化磁器
に対して調査を行っており、前節で得られた変動係数 0.118 は国内に流通する強化磁器食器
の衝撃強さの変動係数の代表値として現在のところ最も信頼性が高いと考えられる。そこで変
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動係数 0.118 を用いて ASTM C368 衝撃試験における試料数と測定精度の関係を推察した。
正規分布では次式が成り立つ 
 
 
n
ux σαμ )(±=    (2.3) 
 
µ ：母平均 
x  ：標本平均 
u(α) ：正規分布の両側確率αパーセント点 
σ ：母標準偏差 
n ：試料数 
 
式 2.3 において右辺の範囲に母平均 μ が含まれる確率は (1-α) である。変動係数 0.118
は x = １ の時の σ であり、試料数 n = 5 と n = 10 の場合について信頼率 95%での u (0.05) 
= 1.96 を用いてそれぞれ計算すると 2.3 式の第 2 項は 0.10、0.07 となる。この数字は標本平
均 x = 1 のときの 95％信頼区間を示しているので、強化磁器食器の衝撃強さは試料数 5個
の場合で平均±10%、試料数 10 個の場合で平均±7%程度の信頼区間内に真の平均が含ま
れる確率が 0.95 ということが明らかとなった。 
 
2.4 本章のまとめ 
本章では強化磁器食器の衝撃強さの解析に必要となる衝撃強さの分布の特定と、試料数と
測定精度の関係に密接に関係するバラツキの指標を得るために多くの強化磁器食器に対し
て衝撃試験を行い、結果の統計解析を行った。 
（１） 強化磁器皿 100 個に対して行った衝撃試験の結果、皿形状の強化磁器食器の衝撃強さ
も正規分布で近似できることが明らかになった。以前の碗形状の強化磁器食器の報告と
合わせ、強化磁器食器の衝撃強さは形状によらず正規分布で近似できることが確認され
た。 
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（２） 246 種の強化磁器食器の衝撃強さの変動係数を解析した結果、衝撃強さの変動係数に
対する食器形状や衝撃強さの影響は確認されなかった。また変動係数のメディアン平均
は0.118であり変動係数の代表値として0.118 を用い算出した衝撃強さの信頼率95%の信
頼区間は試料数 5の場合で平均±10%、試料数 10 の場合で平均±7%であった。 
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第 3章 衝撃試験によって破損した強化磁器食器の破壊解析 
 
3.1 緒言 
前章で強化磁器食器がその衝撃強さに関わらず同様のバラツキを持つことを明らかにした。
本章では破損様式が異なるように見える強化磁器食器において同様の衝撃強さのバラツキが
観察される原因を明らかにするために、破壊解析を実施した結果を報告する。 
破壊解析学は材料がなぜ壊れたか、あるいは予想された通りの破壊であるかを知るために
非常に有効な手段である。例えば金属であれば破面解析は延性破壊と脆性破壊あるいは疲
労破壊の判断に不可欠な手法であるために多くの研究がありその手法も紹介されている1)。一
方で脆性材料の破壊解析に関する研究報告は少なく、それらの報告もほとんどが組織が均質
で解析を実施しやすいガラスに関するものであり、ガラスよりも組織が不均一な陶磁器の破面
解析に触れた報告は非常に少ない。脆性材料の破壊解析は主に亀裂進展パターンの解析と、
破断面に残るマクロ・ミクロの痕跡の解析から構成される。セラミックスにおける破壊解析がほと
んど報告されていないのは、いわゆる破壊解析に関するマニュアルが絶対的に少ないことが
原因と考えられ、決して解析法が複雑なわけではない。実際に破壊解析を行った場合、破面
には多くの破壊の痕跡が残っており容易に解析を行うことができる。 
本章では強化磁器食器の衝撃破壊時の亀裂進展パターンや破断面に現れる痕跡の詳細
な解析により強化磁器食器の衝撃破損の原因と破壊の進行について明らかにする。 
 
3.2 実験方法 
3.2.1 亀裂分岐パターン解析 
衝撃試験により破損した試料の破片を可能な限り収集し、破断面に傷が入らないように注
意深く再構築した。再構築により現れた亀裂の分岐パターンを解析することにより、衝撃破壊
時の亀裂進展パターンを考察した。 
 
3.2.2 破面解析 
破断面を目視あるいは金属顕微鏡（BX60M, OLYMPUS Co.）により観察し破壊起点および
亀裂の進行方向を確認した。 
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3.2.3 ハイスピードカメラによる破損観察 
 強化磁器食器の衝撃試験機による破損の様子をハイスピードカメラ（EX-F1, CASIO Co.）で
撮影し、破損時の試料の変形と亀裂進展の様子を確認した。 
 
3.3 結果と考察 
3.3.1 強化磁器碗の破壊解析 
碗形状の強化磁器食器（φ133×h54）20 個に対して実施した衝撃試験における代表的な
亀裂進展パターンを図 3.1 に示す。衝撃試験おいて亀裂の発生に伴う試料の破損形態は衝
撃強さによって変化する。弱い試料の場合，亀裂は打点付近より碗の中心へ向けて進展する
亀裂“A”のみが発生する．一般的な強さの試料の場合，亀裂”A”に加え打点付近から試料を
拘束しているバックストップへ向けた
亀裂“B”が発生する。さらに強い試料
では亀裂”A”，”B”に加え亀裂“B”か
ら分岐した亀裂”C”が観察される傾向
がある。今回試験に用いた試料 20 個
においては打点以外からの割れであ
るヒンジ破壊2,3)が生じた 1 個を除いた
19個で亀裂”A”，”B” が観察され，さ
らに 8 個の試料では亀裂”A”，”B”に
加え亀裂”C”も観察された。表 3.1 に
亀裂進展パターンで階級分けした衝
撃強さの測定値を示す。亀裂A,Bの
みが発生した試料 11 個の衝撃強さ平
均が 0.43J であるのに対し、亀裂Cが
発生した試料 8 個の衝撃強さの平均
は 0.51J と高く、亀裂Cが発生した試
料が衝撃強さの高い傾向があることは
明らかである。また打撃点付近から破
 
 
破壊パターン 破損個数 平均衝撃強さ 
亀裂 A,B 11 0.43J 
亀裂 A,B,C 8 0.51J 
異常破壊 1 0.36J 
 
表 3.1 強化磁器碗の亀裂パターンと衝撃強さの関係 
打撃点 
図 3.2 衝撃試験における亀裂進展パターン 
35 
 
第 3章 衝撃試験によって破損した強化磁器食器の破壊解析 
損が発生しなかった試料に関しては衝撃強さが弱くなっており、試料に重大な欠陥があったこ
とが示唆された。 
図 3．2 に亀裂A,Bのみが観察された強化磁器碗の打撃点付近の亀裂の分岐パターンを示
す。打撃点の反対面に直線亀裂が観察され、直線亀裂の両端に亀裂分岐が確認された。こ
のような亀裂パターンは直線亀裂部分に破壊開始点が存在することを示唆している4)。 
図 3.3 は亀裂 A における打撃点付近の破断面を示す。打撃点ではなく碗の内側に平滑領
域とそこから放射状に拡がる巨視的なハックルが観察され、破壊起点が碗の内側表面付近に
存在することを示唆した。一般にガラスの破断面の場合、破壊起点には平滑なミラー領域が確
認され、その周辺にミスト領域、そして放射状に広がるハックルが観察される。しかし、強化磁
図 3.2 強化磁器食器碗における打撃点付近の亀裂分岐パターン 
図 3.3 強化磁器碗の打撃点付近の破断面  
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器の場合、ガラスほど組織が均質ではないので目視ではミラー領域とミスト領域の区別はでき
ず、2 つの領域を合わせて平滑な領域として観察された。破壊起点を明確にするために平滑
領域付近の釉層を金属顕微鏡によって観察した。 
図 3.4 は釉層に観察される亀裂進展の痕跡を示す。釉層にはガラスの破面の特徴である、
ウェイクハックル（W)、ガルウィング（G)、ハックル（H)がウォルナーラインと共に確認できる。ウォ
ルナーラインは破面全体に観察される亀裂の進展方向に膨らんだ多数の線状の痕跡である。
ガルウィングは亀裂が釉中の介在物を通過するときに発生し、亀裂の進展方向に鳥が翼を広
げたような痕跡として観察される。ウェイクハックルとハックルは破面状に存在する微細な亀裂
であり、特に釉中に含まれる気泡から伸びるウェイクハックルは釉層の全面にわたり観察され、
亀裂進展方向を特定する有効な痕跡となる。ウェイクハックルはガラス中の気泡等の介在物を
亀裂前線が通過するときに発生する。介在物により 2 つに分離した亀裂が介在物を通過後に
再び合致するとき、2 つの亀裂の間に微細な段差が生じ、段差が収束するまでの痕跡がウェイ
クハックルとなる。従ってウェイクハックルは亀裂の進展方向を明確に示すことになる。 
図 3.4 釉層に観察される亀裂進展の痕跡 
W : ウェイクハックル (wake hackle) 
G : ガルウィング (Gull wing) 
H : ハックル (Hackle) 
A : 釉中の気泡 
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図 3.5 強化磁器碗の破壊起点部に観察される放射状に広がるウェイクハックル 
図 3.5 に強化磁器碗の破壊起点付近の釉層の金属顕微鏡観察写真を示す。図中に黒矢
印で示すように、釉層の表面から放射上に伸びるウェイクハックルが多数確認でき、破壊起点
がこの部分であることを明確に示している。この観察結果は強化磁器碗の衝撃試験における
破壊は打撃点付近に生じる圧縮応力ではなく、碗の変形によって試料内側表面に生じる引張
応力が原因となって発生することを示している。 
図 3.6 に図 3.1 における亀裂 Aの破壊起点から離れた部分の釉層の金属顕微鏡写真を示
す。破壊起点が存在する内側釉層のウェイクハックルは亀裂Aの進行方向に対して約30°の
角度で伸びているが、外側釉層のウェイクハックルは亀裂の進展方向に対し約 90°の角度で
伸びている。釉層のウェイクハックルが食器破損における亀裂進展方向と一致しないことは亀
裂進展の最前線が破断面で均一でなく大きく湾曲していることを示している。釉層のウェイクハ
ックルが内側外側の両釉層共に器の表面に向けて伸びていることから、破断面において亀裂
の進展が最も早いのは素地中であることが推察される。また内側に比べ外側の釉層における
亀裂進展が破損の進展方向に対し 90°と大きく異なることから、初期亀裂は内側釉層に近い
素地部で進展すると考えられる。 
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図 3.6 衝撃試験における強化磁器碗の内側及び外側釉層の亀裂進展方向の差異 
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図 3.7 強化磁器碗の亀裂進展の模式図 
これらの観察結果から導かれる衝撃破壊における亀裂”A”の進展の模式図は図 3.7 のよう
になる。強化磁器表面の釉層には磁器素地との熱膨張差により圧縮応力が与えられ製品の
強化に利用される5,6)。十分な圧縮応力が釉層に存在する場合、釉層から引張応力を受ける素
地釉層界面付近の素地が最も弱い領域となる。このため破壊起点から放射状に広がった初期
亀裂は破壊起点に近い内側の素地釉層界面付近の素地を初めに進展することになる。この
初期亀裂から表面に向けて亀裂が伝播するに従い釉層内部に含まれる圧縮応力の影響で亀
裂伝播方向は徐々に偏向し内側と外側の釉層で異なる亀裂方向を示すことになる。 
次に、打撃点付近からバックストップに向けて進展する亀裂”B”（図 3.1）の破面を観察した
ところ、亀裂”A”と同様の破面を示し、初期亀裂は碗の内側の素地釉層界面付近の素地を進
展していくことが明らかとなった。 
一方で亀裂”B”から分岐した亀裂”C”は亀裂”A”や”B”とは異なる破面を示した。図 3.8 に
亀裂”B”と”C”で分離された破片の破断面写真を示す。写真において亀裂”C”は外側表面に
対しほぼ垂直であるが内側表面に近づくにつれ亀裂が湾曲していることが判る。この特徴はカ
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図 3.8 亀裂“B"，“C" によって分離した破片の破断面 
ンチレバーカールと呼ばれるもので、破壊開始面で垂直に入った亀裂が反対面に抜ける際に
内部応力の影響により曲げられることで発生する。すなわち亀裂”C”の破断面の特徴は亀
裂 ”A”、”B”とは逆に食器の外側表面から内側に亀裂が進展したことを示している。釉層の
破面解析も亀裂”C”が亀裂”B”から分岐し外側の素地釉層界面付近を先行して進展すること
を示した。すなわち亀裂”C”の発生原因は碗の変形により外側表面に発生する引張応力と考
えられる。衝撃試験において碗の変形により縁部に生じる応力の模式図を図 3.9 に示す。衝
撃による碗の変形により内側表面に引張応力が生じるとともに、打撃点から少し離れた外側表
面に引張応力が発生する。この外側表面に生じる引張応力はR.E. Mouldがガラス瓶の破壊に
おける主要な破壊原因として紹介しているヒンジ応力であり2)、強化磁器碗破損の場合、直接
の破壊原因となることはほとんどないが、大きな変形が生じたときに亀裂”B”から亀裂”C”を分
岐する原因となっている。 
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3.3.2 強化磁器皿の破壊解析 
図 3.10 に衝撃試験によって破損した強化磁器皿の亀裂進展パターンを示す。試料の受け
る衝撃エネルギーが大きくなるに従い亀裂パターンは複雑になり多くの破片が生じるようにな
る。図 3.10a において打撃点付近から放射状に広がる多くの亀裂が確認できるが、これらの放
射状に広がる亀裂はその収束点から 2 種類に分けることが可能である。すなわち破片 A と B
の間を起点とする Group1 の亀裂群と打撃点付近から広がる Group2 の亀裂群である。また図
3.10aにおける破片AとBが欠けて失われると図3.10bで示すように打撃点付近から円錐形に
広がるヘルツコーンのような破損形態が現れる。図 3.10 における皿の亀裂パターンは前節で
示した碗に比べ複雑であり亀裂の進展パターンから破壊起点を特定するのは困難である。 
図 3.10 衝撃試験によって破損した強化磁器皿の破壊パターン 
(a) 亀裂パターン   (b) ヘルツコーンに似た破壊形態 
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図 3.11 に強化磁器皿の打撃点付近の破断面を示す。この破断面は図 3.10a における 3つ
の破片 A、C、D の組み合わせによって構成されている“Group1” の亀裂を観察したのもので
ある。図から明らかなように、破片間で破断面の模様が連続しており最初の破壊がこの破断面
で生じたことを示している。また破壊起点として示した部分は平滑領域となっておりその周辺
部には放射状に広がるハックルが確認された。このことは一見複雑に見える皿の衝撃破壊も、
碗と同様に打撃点の裏面である皿の内側表面付近に破壊起点を持つことを示唆している。 
図 3.11 強化磁器皿の打撃点付近の破断面 
図 3.12 強化磁器皿の破壊起点部に観察された 
放射状に広がるウェイクハックルとミラー、ミスト、ハックル領域 
（a：ガルウィング - 亀裂の進行方向へ平がる鳥の翼状の痕跡） 
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図 3.12 は同じ試験ロットで破損した強化磁器皿における破壊起点付近の金属顕微鏡写真
である。図中下のイラストで示すように、釉層においてウェイクハックルが破壊起点の推定位置
から放射状に広がっていることが判る。他にもなめらかなミラー面とその周辺にハックル領域が
存在しており、ガラスの破壊時の特徴が釉層には痕跡として残っていることが確認できた。これ
らの特徴は素地釉界面付近の素地中に破壊起点が存在することを明示しており、前節で示し
た強化磁器碗の釉層表面を破壊起点とする破壊とは若干異なる結果となっている。強化磁器
の曲げ試験における破面解析で釉層中の圧縮応力が十分に高い場合には破壊起点が荷重
点反対面の素地釉層界面付近の素地となることが報告されており6)、今回の皿の衝撃試験に
おける破壊起点はその結果と一致する。すなわち一見複雑に見える皿における衝撃破壊でも、
初期破壊は試料の変形によって打撃点の反対面に生じる引っ張り応力が原因となっている。
図 3.10bにみられるヘルツコーンのような破損形態は初期破壊の後に生じる 2次破壊であり円
錐形の欠損部は初期破断面で分離している。 
打撃点付近から進展した亀裂に関して、破壊起点から離れた破断面の釉層におけるウェイ
クハックルは前節の碗の結果と同じ傾向を示した。強化磁器皿の内側の釉層におけるウェイク
ハックルも亀裂の進展方向に対し約 30°傾いており、外側の釉層には亀裂の進展方向に垂
直なウェイクハックルが確認された。すなわち、強化磁器皿においても破壊起点から始まった
初期亀裂は強化磁器皿の内側の素地釉層界面付近を先に進展する。また、打撃点付近から
バックストップに向けて進展する亀裂から、ほぼ垂直に分岐し縁部へ向かう亀裂は、やはり外
側の素地釉層界面付近を先行して進展しており試料の変形により試料外側に生じた引張応
力を原因として分岐することが確認された。 
破面解析から確定した図 3.10a の亀裂進展パターンを図 3.13 に示す。破壊起点は打撃点
の反対面の素地釉層界面付近にあり、ラベル１で示す初期亀裂が最初に生じ試料内側の素
地釉層界面付近を進展する。強い衝撃の場合ラベル 1 で示す亀裂だけでは衝撃エネルギー
を吸収できないため、破壊は次の段階に進む。初期亀裂の発生後、試料はハンマーのフォロ
ースルーによる接触応力を受け破片 A,B が欠ける。同時にラベル 2 で示す亀裂が発生し、試
料内側の素地釉層界面を進展する。破壊の最終段階ではラベル 3 で示す亀裂がラベル１お
よびラベル 2 で示す亀裂より分岐し進展する。以上のように一見、破片数が多く複雑に見える
強い衝撃強さを持つ試料の衝撃破壊においても、最初の破壊は弱い衝撃強さの試料と同様
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図 3.13 破面解析によって確認された衝撃試験によって破壊した強化磁器皿の 
亀裂進展の方向と発生順序 
実線 ：内側の素地釉層界面付近を亀裂が先行して進展 
破線 ：外側の素地釉層界面付近を亀裂が先行して進展 
に打撃点反対面に生じる引張応力に起因する曲げ破壊が原因であることが明らかとなった。 
 
3.3.3 ハイスピードカメラによる破損の観察 
ハイスピードカメラにより 1200fps（frame/sec.）で撮影した衝撃試験における強化磁器碗破
損の様子を図 3.1４に示す。コマ中の右下に 1/1200sec で示した一番上の写真はハンマーが
衝突する直前の状態であり 2 段目の 2/1200sec のコマでハンマーが接触、3 段目では試料の
変形と共に亀裂の発生が僅かに確認できた。つまり破損が少なくともハンマーが接触してから
2/1200 秒以内で発生していることが判る。4 段目以降では破片の飛散が始まっており試料の
破損がはっきりと確認できる。破損時の試料の変形を確認するために、ハンマー接触前の1段
目と破損開始直後である 3 段目の写真を合成し試料の形状を比較した結果を図 3.15 に示す。
図において灰色の部分は2つの試料で重なり合った部分であり、黒い部分は変形前の形状の
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みが観察される部分を、白い部分は変形後の形状のみが観察される部分を示している。図か
ら明らかなように、試料は打撃により左上方向に変形をしている。変形量は直径方向で少なく
とも1mm以上であり、破面解析で明らかになった試料を破損に導く変形が直接確認された。ま
た高台に向けて変形が小さくなっていることから打撃点側の高台付近を軸として変形が生じて
いることが判る。 
図 3.14 強化磁器碗の衝撃試験における破損の様子 （1200fps） 
図 3.15 強化磁器碗の衝撃試験における変形 
←打撃前の試料外縁部 打撃後の試料外縁部→
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図 3.16 強化磁器碗の衝撃試験における破損の様子 （1200fps） 
図 3.16 に上方向から撮影した碗試料の破損の連続写真を示す。2 段目の写真は亀裂を判
り
.4 本章のまとめ 
裂
パターンと破
 
(1) 破面解析において釉層部分には多くの亀裂進展の痕跡が残っておりガラスの破面解析
においても適用できることが確認された。特にウェイクハックルは釉中に多く
やすくするために階調補正を行っている。2段目で亀裂パターンが形成されており、3段目の
写真の右端の破片に初めてヘルツコーンのような破壊様式が生じていることが確認できる。こ
の観察結果は曲げ破壊による初期亀裂の後にヘルツコーンのような破壊形式が発生するとい
う、破面解析によって明らかになった亀裂パターンの形成過程を裏付けるものであった。 
 
3
本章では衝撃試験による破損時に様々な破損形態を示す強化磁器碗と皿について、亀
面の解析を行い破壊原因を明らかにした。 
の技術が磁器
含まれる気泡を原因として多数観察され、強化磁器の破損解析に有効な痕跡であること
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が判った。 
 
験における初期破壊機構が同じことが原因と考えられる。 
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4.1 緒言 
２章で示したように、振子式衝撃試験機を用いて測定した強化磁器食器の衝撃強さは正規
分布を示し、変動係数（標本標準偏差/平均衝撃強さ）の平均は 0.118 であった。変動係数か
ら強化磁器食器の衝撃試験における測定精度は試料数 5 の場合で±10％程度、試料数 10
の場合で±7％程度であることが明らかになった。 
本研究に用いている衝撃試験方法は試料に衝撃エネルギーを与える手順、すなわち打撃
ハンマーの初期エネルギーから衝撃エネルギーを徐々に増やしながら試料が破損するまで打
撃を繰り返し、破損時にハンマーが持っていたエネルギーを衝撃強さの指標とするという根幹
部分においてはASTM C368 規格に基づいている。しかしながら試料の固定方法に関しては
ASTM C368 規格とは異なる。図 4.1 にASTM C368 で規定される方法で固定した試料の写
真を示す1)。試料はV字型に開いたバックストップに縁部２ヶ所が接するように設置したのち、バ
ックストップの間の縁を上方向からアングルクランプで軽く押さえ、さらにバックストップ垂線上
にある試料の反対側の縁をそれぞれバックストップ方向に向けてスプリング式のポジショニング
アームで押すことで固定されている。 
図 4.1 ASTM C368 衝撃試験法による試料固定 
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この固定方法は試料を底面も含め６か所で拘束しているため試料の固定に時間がかかり大
量の試料に対して衝撃試験を実施するには適さない。実際、国内でASTM C368 の固定方法
で衝撃試験を実施している測定機関はほとんどなく、簡略化した固定方法が用いられることが
多い。本研究における衝撃試験の試料固定ではV字型のバックストップの間にあるアングルク
ランプによる上方向からの縁抑えと、２本のポジショニングアームによる拘束は実施せず、試料
台に接する底面とバックストップに接触する縁部２点による拘束としている。この固定方法では
試料が破損しなかった場合に試料がバックストップからの反力により跳ね返るため、試験時に
試料中央部を軽く拘束し試料の跳ね返りを低減した。試料中央部への拘束荷重を増やせば
跳ね返りは低減でき、また縁を固定するバックストップの開き角度が大きければ試料の交換等
の作業性は向上する、しかしながら、拘束荷重により試料の衝撃強さの測定値が変化すること
は以前に報告しており2）、またバックストップの角度が衝撃強さの測定値に影響を与えることも
確認されている3）。しかし、衝撃強さの測定値がこれらの試料固定条件の違いによって変化す
る原因については不明であった。 
そこで、本章では衝撃試験における試料固定条件が衝撃強さの測定値に与える原因につ
いて衝撃試験と圧縮試験の結果を比較することで検討した。 
 
4.2 実験方法 
4.2.1 衝撃試験 
 衝撃試験は表 4.1 に示す市販強化磁器 2 種を用いて行った。衝撃試験の模式図を図
4.2(a)に示す。試料の拘束条件として試料の水平方向への移動を拘束するV字型のバックスト
ップの開き角度については150°と90°の2種、垂直方向への移動を拘束する抑え荷重に関
しては0,5,10kgの 3種を選択した。なお使用した打撃用ハンマーは軸長377mm、重量156g、
碗 皿
直径 131mm 162mm
高さ 55mm 42mm
重量 157g 188g
162mm皿 131mm碗 試料名 
表 4.1 試験に使用した市販強化磁器 
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(a) 衝撃試験 
バック 
ストップ 
バック 
ストップ 
バックストップ開き角（90°,150°） 
荷重方向 
(b) 圧縮試験 
F クランプ拘束 
ハンマー 
バックストップ 
試料台 
拘束荷重（0,5,10kg） 
図 4.2 衝撃試験と圧縮試験の概念図 
ハンマーモーメント 0.58J であり、ハンマーの最大振り上げ角時におけるハンマーエネルギー
は 0.89J、最大ハンマースピードは 3.28m/である。また打撃の初期エネルギー0.10J、衝撃値
増分は 0.02J とした。それぞれの条件での測定する試料数は 10 とした。 
4.2.2 圧縮試験 
圧縮試験は精密万能材料試験機（AGX-10ｋN，島津製作所製）を用いて、図 4.2(b)に示す
ように食器の口縁部を垂直に立てた状態に設置した試料に対して直径方向へクロスヘッドスピ
ード 200mm/min で行った。試料の変形量に関してはクロスヘッドポジションを変位計で校正し
て計測した。試料の拘束は圧縮点の反対側の口縁部を支えるバックストップの開き角度に関し
ては衝撃試験と同様に 150°と 90°
の2水準、中央部の拘束に関してはF
型クランプによる拘束の有無の 2水準
とした。 
0
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F G
図 4.3 に圧縮試験の測定データの
例を示す。圧縮試験における荷重-変
位線図は食器に安定して荷重がかか
る点Aの部分までは不安定であった。
また、食器の破損時の荷重と荷重点 図 4.3 食器の圧縮試験における荷重－変位線図 
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変位は試験機のサンプリング間隔の影響で必ずしも正確にとらえることはできない。そこで得ら
れた荷重変位曲線図から線 A-B と線 C-D の交点 E を求め破損荷重を算出した。同時に線
A-Bが横軸と交わる点 Fを求め点 Eの変位であるGから Fを引くことで破損時の食器の荷重
点変位を求めた。 
前章で示したとおり、衝撃試験における食器の破壊は引張応力を原因とする曲げ破壊であ
る。当然、衝撃試験よりも破壊速度が遅い圧縮試験における食器の破損も曲げ破壊が予想さ
れる。セラミックスの 3 点曲げ強さ試験における歪と曲げ強さの計算方法を図 4.4 の模式図を
用い以下に示す。 
歪は次のようにして算出される。 
 
 L
L
t
⊿ε 2
6=  （4.1） 
 
 
 
 
 
 
試料 
 
 
 
 
 
 
側面図 
 
図 4.4 セラミックスの 3 点曲げ試験の模式図 
t：厚さ
W：幅 
P：破壊荷重 
L：支点間距離 
⊿L：変位量 
 
ε ：歪  
 
 
 
t ：試験片の厚さ 
 L ：支点間距離 
⊿L ：変位量 
曲げ強さの計算式は次のようになる。 
 
 22
3
wt
PL=σ  (4.2) 
 σ ：3 点曲げ強さ 
 P ：破壊荷重 
 L ：支点間距離 
 w ：試験片の幅 
 ｔ ：試験片の厚さ 
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4.2.3 統計解析 
測定された衝撃強さ及び、圧縮試験における破壊荷重と食器の変形量は分散分析、及び
ウェルチの検定により解析した。 
 
4.3 結果と考察 
4.3.1 バックトップの角度と衝撃強さ測定値 
図 4.5 に拘束荷重 0kgのときの 131mm碗の衝撃試験における、バックストップの角度と衝撃
強さ測定値の関係を示す。なお記述の煩雑さを避け可読性を高めるため以後、開き角 150°
のバックストップを用いた衝撃強さ試験を測定条件“b150”、開き角 90°のバックストップを用
いた衝撃強さ試験を測定条件“b90”と定義する。図 4.3 より測定条件b150 が測定条件b90 より
0.99
0.90
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0.40
0.30
0.20
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0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
破
壊
確
率
衝撃強さ (J)
150°平均衝撃強さ 0.34J
90° 平均衝撃強さ 0.266J
図 4.5 押さえ荷重 ０kg のときの衝撃試験における 
バックストップの角度と衝撃強さ測定値の関係 
(131mm 強化磁器碗) 
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高い衝撃強さを示す傾向があることが推察される。しかし、個々の試料で計測された測定値の
幅は広く、測定条件b150 では最小値 0.26Jに対して最大値 0.42J、測定条件b90 では最小値
0.20Jに対して最大値0.32Jとそれぞれの測定条件で最小値と最大値の間に1.5倍以上の開き
がある。測定値のバラツキが大きいことから、2 つの測定条件における平均値の差に関して検
定を行った。前節で記述したように衝撃試験の測定結果は正規分布で近似できることから仮
説検定の 1 つであるウェルチの検定を用いた。今回の検定における帰無仮説（H0）は測定条
件b150 における衝撃強さの母平均（μb150）と測定条件b90 における衝撃強さの母平均（μb90）
の間に差がないとなり次のようになる。 
 
H0 : μb150＝μb90  (4.3) 
 
1 章で示した式（1.4）を用い算出された検定統計量はt0＝3.62 であった。検定統計量t0は帰無
仮説が正しい、すなわちμb150＝μb90であればt分布に従う。式（1.5）で示したSatterthwaiteの
方法によって得た自由度はφ=17.6 であり、危険率αとして統計学で一般的な 0.05 を設定し
たときの t(φ,α) ＝ t(17,0.05) = 2.11 である。よって 
 
 t0=3.62 > t(17,0.05) = 2.11  (4.4) 
 
であるから、t0は帰無仮説μb150＝μb90を支持しない。すなわち帰無仮説は危険率 5%で棄却さ
れμb150とμb90の間には有意差があると判定された。 
図 4.6に拘束荷重0kgのときの 162mm皿の衝撃試験におけるバックストップの角度と衝撃強
さの関係を示す。測定条件b90とb150でデータ系列の傾きが異なり、b150による測定がバラツ
キが若干大きくなっている。しかし近似線が重なることはなくバックストップの開き角により測定
される衝撃強さが異なることは明らかである。ウェルチのt検定の結果の結果においても、t0 = 
4.67 > t(11,0.05) = 2.20 であり帰無仮説が棄却されバックストップの角度の違いによる衝撃強
さ測定値の有意差が確認された。以上の結果より 131mm碗と 162mm皿の両試料において、
150°の開きを持つバックストップで測定した衝撃強さの平均と 90°の開きを持つバックストッ
プで測定した衝撃強さの平均の間に無視できない差があることが確認された。バックストップの
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図 4.6 押さえ荷重 ０kg のときの衝撃試験における 
バックストップの角度と衝撃強さ測定値の関係 
(162mm強化磁器皿) 
開き角を 90°から 150°に変えることによる衝撃強さ測定値の増加は碗と皿でそれぞれ、28%、
29％であり約 30%の違いが観察された。 
図 4.7 に 131mm 碗と 162mm 皿の衝撃試験におけるバックストップの開き角による亀裂進展
パターンの違いを示す。亀裂は打撃点付近からそれぞれのバックストップの接触点へ向けて
進展しており、バックストップの角度が食器の衝撃破壊に強く影響することを示唆している。
162mm 皿における亀裂進展のパターンは衝撃強さが強いため複雑になっているが打撃点付
近からバックストップと試料の接触点へ向けて亀裂が進展する傾向は一致している。なおこれ
らの観察された測定結果に関する考察は圧縮試験と合わせて行う。 
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図 4.7 衝撃試験におけるバックストップによる亀裂進展パターンの違い 
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4.3.2 試料の拘束荷重と衝撃強さ測定値 
図 4.8 に 131mm碗における試料の拘束荷重と衝撃強さ測定値の関係を示す。131mm碗を
試料にした衝撃試験では、測定条件b90の場合と測定条件ｂ150の場合で拘束荷重の影響は
異なる傾向を示した。測定条件b150 において、拘束荷重の増加と共に衝撃強さの平均値は
増加したが、測定条件b90 では荷重 10kgで若干、衝撃強さの平均値が低下する傾向がみら
れた。なおグラフ中のプロットにおける上下のひげはそれぞれの測定群における母平均μの
信頼率 95%の信頼限界を示している。算出した信頼限界の幅に比べて各測定値の平均が接
近していることから判断を明確にするために統計解析による確認を行った。本実験における因
子は 0,5,10kgの 3 水準であるために前項で用いたウェルチの検定は利用できない。そこで分
散分析を行った4,5)。 
分散分析は測定されたデータに含まれる変動（バラツキ）を因子の水準の違いによる変動と、
それ以外の原因によって生じる変動、いわゆる誤差変動に分解し因子の効果を判定する仮説
検定である。すなわち因子が結果にほとんど影響しない場合、水準間の変動と誤差による変
動はほとんど同じになるはずであり、逆に因子が影響する場合には差が生じることを前提とし
た検定である。測定条件 b150 を例に以下に詳細に記述する。 
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図 4.8 試料拘束荷重と衝撃強さ測定値の関係（131mm 碗） 
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分散分析では初めに水準間の級間平方和SAを求める。級間平方和とは各水準の平均と全体
の平均の平方和であり次式で求められる。 
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 SA ：級間平飽和 
 iy  : i 水準の水準平均 
 y  : 総平均（全測定値の平均） 
 n : 各水準における測定数 
 a : 因子の水準数 
 yij : i水準におけるj番目の測定値 
 
今回の 131mm碗における測定条件b150 を例にとると拘束荷重 0kg,5kg,10kgの各水準にお
ける平均値はそれぞれ 1y =0.340 , 2y =0.360 , 3y =0.412 であり、全体の平均は y =0.371
であった。また各水準による測定数 n=10、因子の水準数 a=3でありそれぞれの値を4.5式に
代入し計算したとしSA=0.0276 であった。一方誤差平方和Seは因子の各水準における平方和
を合わせたもので次式のようになる 
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ここでSe=0.0666 であった。なお全体のバラツキを示す総平方和STは次式で計算でき 
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このとき 
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 ST=SA+Se  (4.8) 
 
の関係が成り立つ。 
 
 次に各平方和の自由度を考えると総平方和STはすべてのデータを用い算出しているので自
由度φTは次式のようになる。 
 φT=a×n-1=29  (4.9) 
 また、級間平方和SAの自由度は各水準の平均から算出されるので 
 φA=a-1=2  (4.10) 
 誤差平方和 Se の自由度は各水準の平方和を足したものであるので 
 φe＝a(n-1)=27  (4.11) 
である。式 4.8 と同様に、式 4.9, 4.10, 4.11 の関係は 
 φT=φA＋φe  (4.12) 
である。SAとSeをφA,φeで除して得られる級間分散VAと誤差分散Veは次のようになる。 
 0138.0
2
0276.0 ===
A
A
A
SV
φ
  (4.13) 
 00247.0
27
0666.0 ===
e
e
e
SV
φ
  (4.14) 
もし、因子の水準間における効果がなければ級間分散VAは誤差分散Veと同程度になるはず
である。分散分析では分散比F0を用いて水準間の有意差を判断する。 
 59.5
00247.0
138.0
0 ===
e
A
V
VF   (4.15) 
このときF0の値がF分布より求められる限界値より大きくなる確率はα以下であり、逆に     F0 
> F (φA,φe ; α) の場合危険率αで水準間の母平均に差があることを意味する。危険率を
5%すなわちα=0.05 とし限界値を求めると次式のようになる。 
 
 F (φA,φe ; α )＝F (2,27; 0.05 )＝3.35  (4.16) 
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表 4.2  131mm 碗の測定条件 b150 における拘束荷重因子の分散分析表 
要因 平方和 S 自由度φ 分散 V 分散比F0 限界値 F(0.05) 
拘束荷重 
実験誤差 
0.0276 
0.0666 
2 
27 
0.0138 
0.00247 
5.59 3.35 
計 0.0942 29    
 
以上の分散分析をまとめた分散分析表を表 4.2 に示す。 
F0＝5.59 > F (0.05)＝3.35 であり測定条件b150 においては危険率 5%で試料の拘束荷重の
衝撃強さ測定値への影響を支持する結果となった。 
次に 131mm碗の測定条件b90 における拘束荷重因子の分散分析表を表 4.3 に示す。
131mm碗の測定条件b90 における分散分析の結果は F0 < F(0.05) で拘束荷重の影響を
危険率 5%で棄却する結果となり、拘束荷重による明確な差は確認できなかった。なお統計学
的に帰無仮説が棄却されているが、危険率5%すなわち20回に1回しか発生しない珍しいこと
が発生したことを確認しただけで、比較対象の間に差が無いことを積極的に証明したわけでは
ないことは注意を有する。例えば測定条件B90 における衝撃強さ測定値の平均は拘束荷重
10kgで若干低下しているがこの差を検証するには今回の試験は試料数が少なすぎ、この差が
本当に存在するか検証するためには、追加の試験が必要である。 
図 4.9 に 162mm皿における試料の拘束荷重と衝撃強さ測定値の関係を示す。162mm皿を
試料にした衝撃試験では、測定条件ｂ90の場合と測定条件ｂ150の場合で拘束荷重の影響は
同様の傾向を示し拘束荷重の増加と共に衝撃強さの平均値は増加した。なお測定条件b150
で拘束荷重の10kg場合、10個の試料中9個が衝撃試験機の測定限界0.88Jで破損せず、残
表 4.3  131mm 碗の測定条件 b90 における拘束荷重因子の分散分析表 
要因 平方和 S 自由度φ 分散 V 分散比F0 限界値 F(0.05) 
拘束荷重 
実験誤差 
0.0014 
0.0371 
2 
27 
0.0007 
0.00137 
0.511 3.35 
計 0.0385 29    
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りの 1つは 0.68Jで破損した。このため平均値の算出は不可能であり、グラフ中にデータを記し
ていない。表 4.4 に示すように、162mm皿の測定条件b90 における分散分析結果は   F0 > 
F (0.05) であり拘束荷重の影響を支持する結果となった。162mm皿の測定条件b150に関して
は水準が 2つであるのでウェルチの検定を行った。 
t0 =3.12 > t (0.05) = 2.12  
であり有意差が確認された。 
以上の統計的解析により131mm碗における測定条件ｂ90以外の測定条件では拘束荷重が
衝撃強さ測定値に影響することが明らかとなった。これらの確認された結果に関する考察は、
圧縮試験の結果と合わせて記述する。 
表 4.4  162mm皿の測定条件 b90 における拘束荷重因子の分散分析表 
要因 平方和 S 自由度φ 分散 V 分散比F0 限界値 F(0.05)
拘束荷重 
実験誤差 
0.0760 
0.0749 
2 
27 
0.0380 
0.0028 
13.57 3.35 
計 0.1509 29    
図 4.9 試料拘束荷重と衝撃強さ測定値の関係（162mm 皿） 
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4.3.3 圧縮試験 
第 3 章で示したとおり衝撃試験における初期破壊は打撃点反対面に生じる引張応力に起
因する曲げ破壊が原因となっている。曲げ破壊であれば材料試験機における圧縮試験で、荷
重負荷速度以外の部分においては再現が可能であると考えられる。そこで食器をそのまま試
料として用いた圧縮試験を行い破壊荷重と、食器の変形によるクロスヘッド変位の関係を詳細
に調査した。なお試験機のクロスヘッド変位は変位計を併用することにより精度を高めた。な
お、圧縮試験における試料の亀裂進展は図 4.7 で示した衝撃試験による亀裂進展パターンと
ほとんど同じであり、破面解析は圧縮試験における破壊が荷重点の裏面付近を破壊起点とす
る曲げ破壊であることを示した。ただし、衝撃強さの高い試料の衝撃試験において打撃点付
近にしばしば観察されるヘルツコーンのような破壊様式が現れることはなかった。 
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図 4.10  荷重変位曲線への中央部拘束の影響 
A=(荷重×変位)/2 (J) 
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図 4.10 に 131mm碗と 162mm皿における F クランプによる食器中央部の拘束の有無による
圧縮試験の結果の違いを示す。上段はバックストップの角度を 90°で行った試験結果を、下
段はバックストップの角度 150°で行った試験結果を示す。今後、衝撃試験と同様に 150°の
バックストップを用いた圧縮試験を測定条件“b150”、開き角 90°のバックストップを用いた圧
縮試験を測定条件“b90”と表記する。 
131mm碗の測定条件ｂ90 を除く 3 条件で破壊荷重の増加が確認できた。131mm碗の測定
条件ｂ90 は衝撃試験においても拘束荷重による衝撃強さの増加が確認できなかった唯一の
組み合わせであり、中央部拘束による破壊荷重の増加が衝撃強さに影響していることを示唆
した。一方で破壊時の変位はいずれの測定においても中央部の拘束によって小さくなった。こ
れは、一般的な 3点曲げ試験で試料支持幅を短くした時と同じ傾向であり、式（4.1）、（4.2）か
らも判る。むろん、複雑な形状である食器に関しては単純な板状試験片の式はそのまま当て
はまることはなく、131mm碗の測定条件ｂ90 のように破壊荷重がほとんど変化しない場合もあ
る。しかしながら、拘束荷重で衝撃強さが増加する場合は試料中央部の拘束が試料の変形を
抑制することで破壊荷重を増加させる現象が発生していることが確認された。 
食器中央部の拘束による破壊荷重と変位の関係を衝撃試験に適用した模式図を図4.11 に
示す。図中において打撃点から試料の拘束荷重部分までのAの領域では食器の変形は比較
拘束により変形しにくい 変形が容易 
試料の 
変形方向 
 
拘束荷重 
B A 
打撃ハンマー 
図 4.11 衝撃試験における中央部拘束荷重の影響の概念図 
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的容易である。一方、B の領域では拘束荷重により変形が抑制されるため食器を破壊させるま
でに必要な衝撃エネルギーが大きくなると考えられる。ただし、弱い食器の場合、比較的小さ
な変形で破損が生じるため、領域 Aの部分の変形のみで破損が発生し拘束荷重の影響をほ
とんど受けない。これが今回の試験における131mm碗の測定条件ｂ90は衝撃試験においても
拘束荷重による衝撃強さの増加が確認できなかった理由と考えられる。 
当然、拘束荷重の測定結果に与える影響は領域 Aの広さ、すなわち試料の高さや直径に
よ 。
°に変えたときの
って変化し、また試料の変形しやすさに影響を与える、試料形状や厚さ、材質にも依存する
衝撃試験における拘束荷重の影響が測定試料によって異なることから、拘束荷重を用いた衝
撃試験の測定値を試料間の数値比較に用いることは困難である。よって、製品評価として衝
撃試験を実施するためには拘束荷重は用いないことが良いと判断できる。 
図 4.12 に 131mm 碗と 162 皿におけるバックストップの角度を 90°と 150
図 4.12  荷重変位曲線へのバックストップ角度の影響 
A=(荷重×変位)/2  (J) 
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圧
ップ支持点間の距
離
。
、
関しては荷重点から ることは出来ない。
よって、単純な曲げ試験のような支 係が適用できないものと考えられ
縮試験の結果を示す。碗と皿それぞれの荷重変位線図において、上段は食器中央部の拘
束無し、下段は食器中央部をFクランプによって拘束した試験結果を示している。破壊時の変
位に関してはすべてのグラフで測定条件 b90 と b150 でデータ範囲が重なることもなく明確な
違いが観察され測定条件 b150 が b90 よりも破壊時の変位が大きかった。 
食器外周部において、試料の変形に主に寄与する荷重点側のバックスト
は、試料外周の長さを a とするとバックストップの開き角 90°の場合で (270/360)×a、開き
角 150°の場合で (330/360)×a となり開き角 150°の方が支持点間の食器外周が長くなる
すなわち測定条件ｂ150 における破壊時の変位、すなわち変形量の増加は、測定条件 b150
のほうが測定条件ｂ90に比べ食器の変形に寄与できる部位が広いことが原因である。もちろん
前章の図 3.15 のハイスピードカメラによる写真で示したように、衝撃試験における食器の変形
は円周方向だけでなく高さ方向でも発生するため、単純に、食器外周部の長さの違いで変形
量の定量的な評価は出来ない。しかし、バックストップの角度が開くことによって食器の変形に
寄与できる部位が増加し破損までの変形量が大きくなるという現象が食器形状の試料でも発
生することは少なくとも定性的には確認された。 
破壊荷重に関しては、荷重変位線図のすべてにおいて測定条件b90 と b150でデータ範囲
が重なりあっており、違いが明確ではない。危険率5%で実施したウェルチの検定の結果、破壊
荷重は 162mm 皿の中央拘束無の条件、すなわち右上のグラフにおいて有意差が認められ破
壊荷重の平均は測定条件 b150 が約 6%高いものであった。他の測定条件では危険率 5%での
有意差は棄却された。しかしながら 131mm 碗の中央拘束有の条件は測定条件 B150 におい
て若干破壊荷重が高い傾向があるようである。前節における食器中央部の拘束においては、
変形量の増加に対応して破壊荷重が低下した。しかし、バックストップの角度の影響に関して
は変形量が増加しても破壊荷重は低下せず、むしろ僅かに上昇する場合もあることが確認さ
れた。これは拘束部位と打撃点までの距離の違いが影響していると考えられる。丸い食器の
圧縮試験の場合には、荷重点直下の試料内面に最大引張応力が発生すると同時に荷重点
から離れた食器外周部にもヒンジ応力（第 3章図 3.9）と呼ばれる引張応力が発生する。よって、
ヒンジ応力が屈曲点として作用するために食器の円周方向を拘束するバックストップの影響に
の距離を曲げ試験における支持点間距離と同様に考え
点間距離と破壊荷重の関
65 
 
第 4章 強化磁器食器の衝撃強さに及ぼす試料固定条件の影響 
 
る。破壊荷重がほとんど変化しないためバックストップが衝撃強さ測定値に与える影響を考察
するためには新しい概念の導入が必要になる。 
一般的な曲げ試験における荷重変位線図において試料が歪エネルギーとして破損までに
吸収したエネルギーは荷重変位線と変位軸で囲まれる 3 角形の面積（図 4.3 における三角形
FE
表 4.5 各測定値におけるバックストップ角度の影響 
衝撃強さ比 
150°/90° 
吸収エネルギー比 
150°/90° 
変位量比 
150°/90° 
G）で示される6)。破壊時の変位の変化が食器が破壊までに吸収できるエネルギーを変化さ
せ、衝撃強さに影響を与えることは容易に想像できる。そこで各測定条件における荷重変位
線の面積を算出し衝撃強さ測定値と比較した。表 4.5 にそれぞれの試料について衝撃強さ測
定値および荷重変位曲線の面積さらに破損時の変位量について、測定条件b150 とb90 にお
ける測定値の比、すなわち （測定条件b150）/(測定条件b90) を計算した結果を示す。それ
ぞれの条件においてb90 の平均を基準にしたときb150 で観察される衝撃強さの平均は 1.3～
1.6倍であり、バックストップの角度により衝撃強さの測定値が大きく変化することが判る。また、
表から明らかなように衝撃強さと圧縮試験における破損時の変位は良い相関がみられた。ほと
んど破壊荷重が変わらないため当然、荷重変位線の面積で示される、圧縮試験時に試料が
吸収したエネルギーと衝撃強さも良い相関を示す。162mm皿においては中央部拘束の有無
にかかわらず測定条件b150が1.3倍ほど高い衝撃強さ、吸収エネルギーを示しておりバックス
トップの影響はほとんど同じであった、しかし 131mm碗においては中央部拘束が有る場合、バ
 
131mm 碗 
中央部拘束無 
1.3 1.3 1.4 
131mm 碗 
中央部拘束有 
1.6 
(拘束荷重 10kg) 
1.8  1.6  
162mm 皿 
中央部拘束無 
1.3 1.3 1.3 
162mm 有 
中央部拘束無 
1.4 
(拘束荷重 5kg) 
1.3 1.3 
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ッ
の強化磁器食器に対して衝撃試験と圧縮試験を行い、衝撃強さと圧縮試験における破壊荷
重と変位を比較することで調査した。 
 
（１） 強化磁器食器が上方向に跳ね上がるのを拘束する拘束荷重は、打撃点付近の試料の変
形を抑制することで、3 点曲げ強さ試験における試料 持間距離を短くしたような効果を
試料に与え、測定される破壊荷重を高くする。結果、試料の破損により大きなハンマーエ
ネルギーが必要となり測定される衝撃強さが大きくな が明らかになった
 
（２） 強化磁器食器の水平方向の移動を拘束するバックストップの開き角は、試 吸収できる
衝撃エネルギー量に影響し、開き角が大きくなることで吸収エネルギーは大きくなる。よっ
てバックストップの開き角が大きくなることで測定され 撃強さは大きくな が明らか
になった。 
 
クストップの開き角の影響は大きくなっている。すなわちバックストップの角度が測定値に与
える影響は試料形状や他の拘束条件に左右され、一定ではないことが判る。まとめると、バッ
クストップの開き角の違いによって測定される衝撃強さが変化する現象は、打撃点からバックス
トップの支点までの長さが変化することにより食器のひずみやすさが変化し食器が破損までに
吸収できる衝撃エネルギー量が変わることに原因があると判断できる。 
ただしこの吸収エネルギーと衝撃強さの相関性は試料の破壊荷重がほとんど同じ場合にの
み成り立つと考えられる。もし、破壊荷重が大きく異なる場合、食器試料以外で消費されるエ
ネルギー量、例えばハンマーの跳ね返りによるエネルギー吸収等、が異なることが予想される
ため、荷重変位曲線から計算される試料が破壊までに吸収したエネルギー量と衝撃強さ測定
値との相関性は失われる。 
 
4.4 本章のまとめ 
強化磁器の衝撃試験において衝撃強さの測定値が試料の固定条件、すなわちバックストッ
プの開き角及び食器中央部への荷重による拘束によって変化する原因について、同一ロット
支
ること 。 
料が
る衝 ること
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（３） これらの拘束方法の影響は食器の形状や衝撃強さによって変化するため、強化磁器食器
の衝撃強さの比較には同一の拘束条件で試験を行う必要がある。 
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第 5章 強化磁器食器形状の FEM（有限要素法）による検討 
 
5.1 緒言 
本章の目的は、強化磁器食器形状の改良によって製品の軽量化と衝撃強さの向上を同時
に実現することである。例えば強化磁器食器の衝撃強さに大きく影響を与える部位を厚くし、
ほとんど影響を与えない部分の肉厚を削ることにより製品の軽量化と強さ向上が同時に実現
できると考えられる。 
一般に、碗形状と皿形状の強化磁器食器の衝撃強さを比較したとき、皿形状の食器が高い
衝撃強さを示す。例えば 1 章で紹介した学校給食用強化磁器食器の自主基準では、強化磁
器の基準として直径 14cmのボウル、すなわち碗で衝撃強さが 0.21J 以上、直径 18cmの皿で
0.33J と決められており、皿のほうの基準値が高くなっている。また2章で衝撃強さの変動係数
の確認に用いた食器類（表 2.1）でも衝撃強さは皿類のほうが高い傾向を示した。このように食
器形状と衝撃強さが密接に関係していることは経験上明らかであり、上に示した皿と碗の例や、
単純に厚い食器は割れにくいこと等はよく知られている。しかし、陶磁器製食器の形状と製品
強さの関係を研究した例はほとんどない。わずかに、A. Dinsdaleらが、一般磁器食器の破損
に与える形状の影響について独自の衝撃試験方法を用いて調査し報告している1)。報告のな
かで、衝撃試験における食器の縁部がチップにより容易に破損することや、食堂で使用される
食器の破損のほとんどが欠け、いわゆるチップ破壊によるものであると報告されている。食器
の形状は多くのバリエーションがあり破損パターンもチップやヒビなどさまざまである、これらの
干渉する多くのパラメータが食器形状の系統立てた解析を困難にしており、これまでに食器形
状と製品強度に関する研究報告がほとんど行われていない原因と考えられる。 
一方、強化磁器に関しては衝撃試験においてチップ破壊が発生することはほとんどなく、前
章までで行ってきた衝撃試験においても、ほとんどすべての破壊原因が食器の変形により生
じる引張応力による曲げ破壊であった。強化磁器の曲げ強さは150～300MPaと一般磁器の曲
げ強さ 70～100MPaに比べ 2～3 倍程度の曲げ強さを持つこと、破損の少ない縁形状として経
験的に知られている丸い玉縁を採用していることが、強化磁器食器のチップ破壊抵抗が高い
原因と考えられる。破損原因が引張応力による曲げ破壊のみであるため、強化磁器食器が変
形したときに試料内側表面に発生する最大引張応力をシミュレーションにより求めることで、形
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状による衝撃強さの変化を調べることが可能となる。これまでにも強化磁器食器の衝撃試験を
対象としたFEM（有限要素法）解析は幾つか行われており、衝撃試験のFEM による再現性の
検討や、縁形状の改良による食器の軽量化と衝撃強さの改善などが報告されている2-6)。強化
磁器食器の衝撃強さに影響を与える形状の因子として例えば玉縁の半径や製品厚さ、縁部
分の立ち上がり角度等が考えられる。これらの食器の形状を決定する因子を同時に検討する
ことによって、初めてそれぞれの因子の影響の大きさが判り、優先すべき因子と無視できる因
子がはっきりする。しかしながらこれら食器全体の形状を同時に検討した例はない。これは多く
の形状因子を同時に検討するためには、膨大な数の実験数が必要となり、FEMによるシミュレ
ーションであっても実施が困難になるためである。 
本研究では強化磁器食器の形状データを決定する因子として縁の厚みや傾き等を含む 4
つを選択し、それぞれのパラメータを 3 水準で変化させることで食器形状が破損抵抗に与える
影響について検証した。34=81 の組み合わせの実験量を克服するためにシミュレーションにお
ける形状因子の組み合わせは直交表にしたがって決定した7)。なお、4 つの要素の水準値は
生産可能な形状の範囲で破綻なくすべてが組み合わされるように設定された。直交表を用い
た実験計画法では実験数を削減するとともに、それぞれの因子が結果に与える影響について
統計学的に検討可能である。また、それぞれ因子が結果に影響する原因に関わらず、因子の
寄与率が算出可能であるため非常に現場的な解析手段である8-11)。直交表を用いた実験計画
法により検討すべき試料形状は 81 種から 27 種へと大幅に効率化された。統計解析の結果、
応力集中と重量に対する各形状決定因子の影響力が明らかになり、衝撃強さ向上に寄与率
の大きい因子と重量増加に寄与率の大きい因子が算出された。 
 
5.2 実験方法 
5.2.1 実験計画法 
実験に用いた食器形状のCAD図面の例を図5.1に示す。食器形状を決定する4つの形状
因子として、胴部からの縁の開き具合を決定する縁部開角 A、縁部の太さを決定する玉縁半
径B、胴部と縁部の開き部分を接続する角のなめらかさを決定する面取半径C、と玉縁直下の
縁部の厚さ Dの 4 種を選択した。 
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図 5.1 食器形状の CAD図面と各形状決定因子の位置 
上 ：食器断面全体図 
 左下 ：A＝10°B=0.75mm C=15mm D=2.5mm  の縁部形状例 
 右下 ：A＝20°B= 1.25mm C=5mm D=2.0mm  の縁部形状例 
A：縁部開角（°） 
D：縁厚（mm） 
C：縁部面取半径（mm） 
B：玉縁半径(mm) 
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表 5.1 食器形状の実験計画法における各因子の水準値   
  因子  
水準 
1 
水準 
2 
水準 
3 
A. 縁部開角 （°） 10 15 20 
B. 玉縁半径 (mm) 0.75 1 1.25 
C. 
縁部 
面取り半径 
(mm) 5 10 15 
D. 縁厚 (mm) 2 2.25 2.5 
 
図中で碗の中心部から高台部分を経て縁の立ち上がり部分までは、全試料で同一の形状
となる。それぞれの形状決定因子に対し、表 5.1 で示す3水準の値を適用した。4因子 3水準
のすべての組み合わせは、破綻なく組み合わせが可能な範囲で設定し、製造可能な形状とし
ている。この組み合わせをすべて実施した場合、34=81となり実験の量は非現実的になる。そこ
で実験の量を減らし実施可能な規模とするために実験計画法を用いた。本研究では 4 因子 3
水準の値をL27（313）直交配列表に割り付けた。直交表において調べたい因子について 3 水
準の各 9個ずつのデータから算出した各水準の平均はその他の因子を等しく 3つずつ含み、
他の因子の効果は相殺されるため、単純に調べたい因子の水準間の効果を示すこととなる。
完全実施実験からの実験数削減のデメリットは、因子間で発生する可能性のある交互作用、
すなわち組み合わせの妙の効果をすべては確認できなくなることにある。しかしながら、直交
表への因子の割り付け方法により一部の交互作用は確認ができるようになる。本実験では縁
部開角A、玉縁半径Bと縁部面取り半径Cの3要素については、お互いの交互作用を検出でき
るようにL27（313）直交配列表の 1 列、2 列、5 列に配置した。縁部の厚さDは 12 列に配置し直
交配列表を完成させた。直交表にしたがい27種の形状についてFEM解析を行い最大引張応
力と体積から算出した製品重量の結果について分散分析を行った12）。 
さらに、強化磁器の皿と碗では、皿のほうが測定される衝撃強さが高い傾向がある原因につ
いて検討するために、縁形状が共通で高さだけが変化した形状データについて FEM 解析を
行った。 
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表 5.2 L27 直交表への形状因子の割り付け 
列番 1 2 5 12 
 A B C D 
因子 縁部開角 玉縁半径 
縁部 
面取り半径 
縁厚 
単位 ° mm mm Mm 
Run01 10 0.75 5 2.00 
Run02 10 0.75 10 2.25 
Run03 10 0.75 15 2.50 
Run04 10 1.00 5 2.50 
Run05 10 1.00 10 2.00 
Run06 10 1.00 15 2.25 
Run07 10 1.25 5 2.25 
Run08 10 1.25 10 2.50 
Run09 10 1.25 15 2.00 
Run10 15 0.75 5 2.25 
Run11 15 0.75 10 2.50 
Run12 15 0.75 15 2.00 
Run13 15 1.00 5 2.00 
Run14 15 1.00 10 2.25 
Run15 15 1.00 15 2.50 
Run16 15 1.25 5 2.50 
Run17 15 1.25 10 2.00 
Run18 15 1.25 15 2.25 
Run19 20 0.75 5 2.50 
Run20 20 0.75 10 2.00 
Run21 20 0.75 15 2.25 
Run22 20 1.00 5 2.25 
Run23 20 1.00 10 2.50 
Run24 20 1.00 15 2.00 
Run25 20 1.25 5 2.00 
Run26 20 1.25 10 2.25 
Run27 20 1.25 15 2.50 
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5.2.2 有限要素法解析 
有限要素法による応力解析はCOSMOSDesignSTAR (SRAC社)を使用した。解析に用いる
碗の形状データは、直交表に基づき図5.1で示すように作成した断面図を360°回転させるこ
とで作成した。 
有限要素法における構造解析では形状を四面体の要素に分割するメッシュ作成が重要な
工程となる。正確な解を得るためには出来るだけ細かい要素に分割する必要があるが、計算
速度が低下する。本研究では衝撃試験における応力分布は打撃点を中心に左右対称である
ことを考慮し、形状を半分に分割し分割面に対して対象拘束を行うことで解析のサイズを小さ
くした。メッシュ分割の例を図 5.2 に示す。 
 
 
 
 
図 5.2 メッシュ分割の例 （Run08） 
 左上 全体図 
 右下 荷重点（衝撃による打撃点部分）付近の拡大図 
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B：バックストップ 
法線拘束 
 
図 5.3 試料拘束と荷重負荷方向 
A：対象拘束 D：荷重方向 
C：試料台法線拘束 
 
図 5.3に試料の拘束条件を示す。試料の拘束は先に述べた対象拘束(A)に加え、衝撃試験
においてバックストップと接触する部分をバックストップの面に対し面方向にのみ移動できる法
線拘束(B)とし、試料台と接する底面部分は仮想壁により下方向への移動を拘束し、バックスト
ップ側の一部を試料台に対する法線拘束(C)とし打撃点側は試料台から上方向への変形が可
能な拘束状態とした。このような拘束状態で衝撃試験における打撃点に相当する部分に 100N 
の集中荷重を負荷した。なお材料特性は密度2.8g/cm3、ヤング率120GPa、ポアソン比0.22 と
した。
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5.3 結果と考察 
5.3.1 FEM 解析結果 
FEMによる衝撃試験のシミュレーション結果を図 5.4 に示す。正面、側面、上面図には座標
軸を合わせて表示しまた、図中、赤い部分が引張応力を、青い部分が圧縮応力を示している。
本研究では衝撃試験における亀初期亀裂の原因となる応力に着目し、初期亀裂の方向に垂
直な応力を評価の対象とした。最大引張応力は荷重点の内側に現れ、衝撃試験における破
壊起点と一致していた。一定荷重を与えたときに算出される最大引張応力が小さければ、そ
の形状は破壊荷重までにまだ余裕があり衝撃強さも強いと推測される。明確な引張応力はバ
ックストップによる試料支点の内側にも観察されさらに荷重点と支点を結ぶ線上の底面付近に
も確認できる。これらの引張応力の分布は衝撃試験において亀裂が進展する領域と一致して
いる。また圧縮応力は荷重点付近とバックストップ接触部付近にのみ確認された。 
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図 5.4 FEM による衝撃試験のシミュレーション例 
正面 
荷重方向 
バックストップ支点 
側面 荷重方向 
最大引張応力 
X Z 
Y 
Y 
X 
背面 
上面 
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5.3.2 最大引張応力の分散分析 
27 種の形状の FEM 解析結果について、それぞれの形状モデルに発生した最大引張応力
に関する分散分析結果を図5.5、5.6に示す。なお27種の形状における最大引張応力の範囲
は68～78MPaであった。図5.5は最大引張応力に対する各形状因子の寄与率を示している。
危険率 5%で行った分散分析の結果、最大引張応力に最も影響する因子は玉縁の半径であっ
た。寄与率は 50%であり支配的因子であることが判る。縁部開角と縁部面取り半径の寄与率は
それぞれ18%と 14%であった。分散分析の結果、縁厚に関しては水準間の差は棄却されほとん
ど影響しないことが明らかとなった。なお、各形状因子間の交互作用は確認されなかった。 
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図 5.5 各形状因子の最大引張応力に 
対する寄与率 
 図 5.6 に各形状因子の効果を示す。この
グラフは各形状因子における 3 水準それぞ
れの平均を比較したものである。玉縁半径
は半径が大きくなるほど最大引張応力は小
さくなっており、打撃を受ける部位が厚くな
るほど食器が強くなるという妥当な結果が確
認された。縁部開き角に関しては開き角が
小さくなるほど衝撃強さが強いという結果を
示した。しかしながら、一般的には縁部開
角は大きいほど衝撃強さが高いとされてお
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図 5.6 最大引張応力に対する各形状因子の効果 
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り、シミュレーションにおける結果と矛盾が生じている。この因子に関しては後で詳細に検討を
行う。縁部と胴部の接続部分のなめらかさを示す縁部面取り半径に関しては大きいほど最大
引張応力が小さくなった。縁部と胴部の接続部の角には引張応力が集中する傾向があり、面
取り半径が大きくなることでより広い面積に応力が分散されたことが原因と考えられる。玉縁直
下の縁厚に関しては危険率 5%の分散分析による有意差は棄却されたものの縁厚が厚くなる
に従い最大引張応力は小さくなる傾向を示した。 
一般的な強化磁器食器のデザインセオリーと矛盾が生じた縁部開角に関して追加のシミュ
レーションを行った。縁部開角の影響を詳しく調べるために開き角が更に小さい 5°、開角な
しの0°そして閉じる方向となる－5°の3水準のシミュレーションを追加した。同時に最も影響
の大きかった玉縁半径も 0.75，1.00，
1.25mmの 3水準で変化させ、3×3の
9 つの形状について検討した。残りの
形状因子についてはそれぞれ最も良
い結果を示した、縁部面取り半径
15mm、縁厚は 2.50mm に固定した。こ
の 9 形状における FEM 解析の結果、
最大引張応力の範囲は 79～119MPa
であった。図 5.7に 2因子の最大引張
表 5.3 玉縁半径と縁部開き角の組合による 
最大引張応力の変化
玉縁半径（mm） 
 
0.75 1 1.25 
平均 
-5 119MPa 112MPa 105MPa 112.0 
0 107MPa 101MPa 95MPa 101.0 
????? ??
? 5 91MPa 85MPa 79MPa 85.0 
平均 105.7 99.3 93.0  
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図 5.7 最大引張応力に対する縁部開角と玉縁半径の影響 
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応力に対する影響を示す。縁部開角においては5°の平均が最も小さい最大引張応力である
85MPa を示した。しかしながらこの値は 10°から 20°の範囲で試験した前回の 27 形状にお
ける最大引張応力の範囲 68～78MPa に比べ大きくなっており縁部開角が 10°より小さくなる
と荷重が集中しやすくなり製品強さが低下することが示唆された。この縁部開角 0°付近にお
ける縁部開角の影響は極めて大きく、前回のシミュレーションで最大の寄与率を示した玉縁半
径よりも水準間の変化率が大きくなっている。縁部開き角－5°においては、5°に比べ 30%も
最大引張応力が増加し、前回の 10°から 20°の変化時における 4%の増加率と比較して影響
が大きくなったことは明確である。同時に、玉縁半径の影響も大きくなっており縁部開角が食
器の強さに極めて強い影響を与えることが明らかになった。 
 
5.3.3 製品重量の分散分析 
表 5.2 に示した 27 種の形状の FEM 解析について、それぞれの形状モデルの重量に関す
る分散分析を行った結果を図5.8、5.9に示す。図5.8は重量に関する各形状因子の寄与率を
示している。最大引張応力と同様に危険率 5%で行った分散分析の結果、重量に最も影響す
る因子は縁厚であった。寄与率は 52%であり支配的因子である。玉縁半径の寄与率は 32%と 2
番目に大きく縁部開角は 6%と寄与率は低い。また、縁部面取り半径における有意差は棄却さ
れた。なお各形状因子間の交互作用に関し
ては、確認されなかった。 
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図 5.9 は重量に対する各形状因子の効果
を示す。もっとも寄与率の高い縁厚に関して
は縁厚が厚くなるほど、2 番目に寄与率の高
い玉縁半径に関して半径が大きくなるほど
重量が増加した。縁部開き角に関しては若
干ではあるが開き角が小さくなるに従い重量
が軽くなっている。また分散分析で棄却され
た縁部面取り半径に関しては水準間でほと
んど変化が無いことが判る。 図 5.8 各形状因子の最大引張応力に 
対する寄与率 
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図 5.9 重量に対する各形状因子の効果 
各形状データにおける最大引張応力と重量に関する分析結果を総合して考えた場合、最
適な強化磁器の形状因子は次のようになる。縁厚に関しては最大引張応力にはほとんど影響
せずに重量に影響することから、薄くすることで製品強さを損なうことなく重量を軽減できる。ま
た縁部開角は 10°付近にすることで、製品強さを高めつつ重量の低減が実現できる。縁部の
面取り半径に関しては製品強さだけに影響し、大きいほうが有利となる。最後に玉縁半径に関
しては製品強さの向上に最も寄与するが同時に重量も増加させるため、製品の重量と強さ、よ
り重視する項目に応じて最適な半径を選択する必要がある。 
 
5.3.4 製品高さの引張応力に与える影響 
一般に、似たような縁形状、縁角度であっても、強化磁器の碗と皿では皿のほうが高い衝撃
強さを示すことが多い。そこで碗の形状データにおいて縁部形状はそのままで、食器の深さだ
けを浅くしながら FEM解析を実施することで、食器の高さと、発生する最大引張応力の関係を
確認した。ここでは前節の実験で最も小さい最大引張応力 68MPa が発生した表 5.2 における
Run8 の試料と、最も大きい最大引張応力 119MPa が発生した表 5.3 における縁部開角－5°
と玉縁半径0.75mmの組合せの試料（以下Run 28）の2種の試料でシミュレーションを行った。
図 5.10 は Run28 形状を、底面から 10，20，30，40mm とカットした形状モデルに、100N の荷
重を負荷した時の、モデルの変形と最大引張応力の変化を示す。なお変形は 10 倍に拡大し
ており、座標軸は荷重方向が Z軸であり高さ方向が Y軸、紙面奥行き方向が X軸となる。 
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Y 
Z 
外面における 
引張応力発生部 
R28  
元形状データ 
最大引張応力 119MPa 
底部 10mm カットモデル 
最大引張応力 114MPa 
底部 20mm カットモデル 
最大引張応力 110MPa 
底部 30mm カットモデル 
最大引張応力 97MPa 
底部 40mm カットモデル 
最大引張応力 80MPa 
図 5.10  R28 形状モデルの底部カットによる変形と最大引張応力の変化 
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いずれの形状モデルにおいても最大引張応力は荷重点内側の表面で計測された。図から製
品高さが低くなるに従い試料の変形が少なくなくなり同時に最大引張応力も低下していること
が判る。Y－Z断面における試料外側の最大引張応力発生部は一番上の Run28 元形状に赤
ラインで例示したように高台外側付近であった。最大引張応力発生部は試料が最も変形した
場所であるので、この高台の外側から荷重点までの距離は試料の Y-Z 面に平行な方向での
変形量に影響する。図 5.11 に Run8 と Run28 の底面をカットし製品高さを変化させたときの製
品高さと最大引張応力の関係を示す。縁形状が全く同じであるにもかかわらず製品高さで最
大引張応力は大きく変化している。特に元形状で最大引張応力が大きいRun28では製品高さ
の影響が大きく 40mm 高さをカットした形状では最大引張応力がもと形状から 33％低下した。
一方で、底面カット前の形状で最大引張応力の小さかったRun28においては21％の低下であ
り製品形状により高さ変化の影響の大きさが異なることが判る。以上のシミュレーションにより強
化磁器皿が強化磁器碗よりも衝撃強さが高い傾向があるのは、食器外側に発生する引張応
力から荷重点までの距離が小さくなることで破壊起点付近の試料の変形が減少することが原
因であることが明らかになった。 
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図 5.11 製品高さと最大引張応力の関係 
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5.4 本章のまとめ 
 本章では、実験計画法に基づき 4つの形状因子の組み合わせで作成した形状データに
FEM 解析による衝撃試験のシミュレーションを組み合わせることにより強化磁器の製
品強さを向上するための形状設計について検討した。 
 
(1) 強化磁器の製品強さに最も影響するのは玉縁の半径であった。玉縁半径は同時に製
品重量も増加させるので強さと重量のバランスで適切な半径を選択する必要がある。
縁厚に関しては製品強さにほとんど影響しなかった、よってこの玉縁直下の肉厚を
削ることで製品強さをほとんど変えることなく製品の軽量化が期待できる。縁部開
角に関しては－5°～20°までの調査で 10°付近が最適であり、5°以下で製品強
さを大きく低下させることが明らかになった。製品胴部の開き角が 115°であるの
で最終的な最適な縁部開角は底面から 125°付近となる。胴部と縁部の開きを結ぶ
角部分は応力が集中しやすいため、出来るだけ面取り半径を大きくすることで製品
強さの向上が期待できる。 
 
(2) 強化磁器皿と碗における衝撃強さの変化は主に高台付近から打撃点までの距離に
依存しており、距離が長い碗においては荷重点付近の変形が大きくなることで製品
強さが低下することが明らかになった。 
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第 6章 強化磁器製造プロセスの製品強さに与える影響 
 
6.1 緒言 
6.1.1 陶磁器製造プロセスと従来の研究 
本論文ではここまでに強化磁器製品の衝撃強さの評価方法や、破面解析方法を明らかに
してきた。これらの研究は最終的に強化磁器食器の製品強さの向上を目指すものである。そこ
で、研究成果を利用し従来の研究でほとんど行われていない強化磁器食器の成形工程に関
して最終製品の特性に与える影響の研究を行った。 
陶磁器製造プロセスは大別して4つに分けることができる。原料を目的に合わせて調合し陶
土を作る原料調整工程、陶土から製品の形を作る成形工程、素焼き後の素地にガラス相をコ
ーティングする施釉工程、素地を焼結させる焼成工程である。このうち原料調整工程に関して
は多くの研究があり、陶磁器の機械的強さの向上に関する研究のほとんどが原料の調合や、
粒度調整等、この工程に関するもので占められている1-5)。また磁器を素地と釉層のガラスの複
合材料ととらえ、釉層に圧縮応力を負荷し磁器の強さを改善する研究もある6-9)。磁器の焼結
工程に関してはこれまでにも多くの研究がおこなわれており、最近でも新しい分析方法を用い
た焼結機構の解析が多く発表されている10-16)。このように 4 つの製造プロセスの内、成形工程
を除く 3 工程に関しては多くの研究が行われてきた。しかしながら、成形工程が磁器製品の機
械的強さに与える影響に関する研究はほとんど行われていない。これは磁器製品の機械的強
度の測定方法が明確でなく成形工程の影響を評価する妥当な手段が無かったこと、成形工
程は多くの制御因子を含み、因子間の複雑な影響を検証することが困難であったこと等が理
由と考えられる。前述したように本研究において振り子式衝撃試験機を用いた強化磁器食器
の製品強さの評価方法について、測定数と精度の関係や固定方法の影響について明らかに
した。製品強さの評価方法について統計的検討が終了したので、成型方法が最終製品の特
性に与える影響について評価が可能となった。また、実験数の多さは前章で使用した実験計
画法を用いることで克服できると考えられる。そこで本章では強化磁器食器の主要な成型方
法であるローラーマシン成形について設定因子を実験計画法を用いて検討し最適成形条件
を求める改善研究を行った結果を報告する。 
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6.1.2 ローラーマシン成形 
ローラーマシン成形はロクロ成形を機械化したもので最も普及した陶磁器の量産成型方法
のひとつである。比較的安価な導入コスト、毎分 10 個以上の成形も可能な高い生産性、また
操作者の技能に関係なく一定品質の製品が成形できる等の長所により世界中の陶磁器メー
カーで利用されている。しかしながら成形を始めるまでの機械の設定には多くの因子があり、
各設定因子が最終製品に与える影響については経験的にしか知られていない。したがって、
ローラーマシンの設定は熟練した人間が時間をかけて試行錯誤しながら行う必要があった。
図 6.1 にローラーマシンの側面図を示す。ローラーマシンは石膏型、金属製のローラーヘッド、
ローラーヘッドを上下運動させるスイングアームの主要な3つの可動部から構成される。ローラ
ーマシン成形プロセスを順を追って記述すると以下のようになる。同時に主要な設定項目を括
弧内に記述する。初めにローラーマシンのダボと呼ばれる金属製の枠にセットされた石膏型の
中央部に円盤状に切り取られた陶土が設置される。石膏型が回転を始める（制御因子：石膏
型回転スピード）と同時に上方で回転している約 100℃に熱せられた金属製のローラーヘッド
図 6.1 ローラーマシンの側面図 
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がスイングアームのカム機構により型方向へ下降する（制御因子：カム回転数）。なおローラー
ヘッドの回転スピードは石膏型より遅くなっており（制御因子：石膏型とローラーヘッドの回転
差）陶土に成形力を与える。ローラーヘッドが完全に下降した時の石膏型とローラーヘッドの
隙間が最終成形体の断面となる。余剰の陶土は成形体の縁部で切り取られ石膏型から排出さ
れる。また必要に応じてカムの回転スピードはインバーターにより制御され成形時間をコントロ
ールする（制御因子：インバーター設定）。所定の成形時間が終了すると再びローラーヘッド
は上方へ戻り、石膏型の回転が停止する。成形体は石膏型と共にローラーマシンから取り外さ
れ乾燥した後に型から取り出される。このほかに製品特性に影響を与えることが予想される因
子としてローラーヘッドの位置（制御因子：ローラーヘッドポジション）があり本紙面に対して垂
直方向に中心軸をずらすことが行われる。以下に各制御因子について概説する。 
 
・制御因子１：石膏型回転数 
石膏型は図 6.1 において成形体の外側面を形作る役割を果たす。石膏型の回転数は一般的に
は 200～600r.p.m の範囲で設定され、大型の製品ほど回転数を遅くする。本因子は成型時に陶
土に加わる遠心力に影響する。 
・制御因子 2：石膏型とローラーヘッドの回転差 
ローラーマシンにおける成形力は主に石膏型とローラーヘッドの回転差によって生じる。一般に
はローラーヘッドの回転数を 10～30％石膏型よりも遅くする。回転差が大きくなるに従い成形力は
大きくなる。 
・制御因子 3：カム回転数 
スイングアームの先端に取り付けられたローラーヘッドの上下運動はカムによって制御される。よ
って、カムの回転数はローラーヘッドの上下スピード及び、成形時間に影響する。カムの1回転で1
回の成形が完了するためカムの回転数はローラーマシンの 1分間の生産個数を示している。 
・制御因子 4：ローラーヘッド位置 
ローラーヘッド位置とは正面から見たときの石膏型とローラーヘッドの中心軸のズレを示す。中
心軸のズレは陶土の移動に影響することが知られている。今回はローラーマシンに向かって右側
へ 0.5mm 中心をずらした時を“+0.5”、左側を“-0.5”と定義した。 
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・制御因子 5：インバーター設定 
成形時間は原則としてカム回転数によって支配されるが、押さえ時間をより長くする必要が
あるとき、インバーターによってカム回転スピードを遅くする。カム回転のインバーター制御はロ
ーラーヘッドが押さえを開始してから離れるまでの間だけ作動するように制御されておりヘッド
の上下スピードはほとんど変化しない。なおインバーター設定は交流周波数からの変化で表
記し“60kHz/60 kHz”はインバーター制御を使用していないことを意味し、“20kHz/60kHz”は
インバーター制御によりカム回転スピードが遅くなることを示す。 
 
このようにローラーマシン成形には多くの設定因子がある。成形工程は成形体の密度等に
直接作用し、最終製品の特性に影響を与えることが予想されるため、ローラーマシンの設定因
子と製品特性の関係を明らかにすることは強化磁器製品の機械的強さの向上のためには重
要である。しかしながら、それぞれの因子が最終製品に与える影響について同時に調査する
には、通常の実験方法では因子の組み合わせ数が多すぎ、時間的も経済的にも実施が困難
であり、仮に実施しても長期間にわたる実験は多くの誤差要因を含むようになり結果の信頼性
は失われ解析も困難になる。 
そこで本章では、ローラーマシン成形の制御因子が製品特性に与える影響について実験計画
法を用いて評価した。得られた結果からそれぞれの制御因子が最終製品に与える影響について
分散分析により解析し、個々の原因について生地の物性を評価することで調査した。 
表 6.1 ローラーマシン制御因子の水準値   
  制御因子  Level 1 Level 2 Level 3
1. 石膏型回転数 (r.p.m.) 480 540 600 
2. 石膏型とローラーヘッドの回転数差 (r.p.m.) 50 100 150 
3. カム回転数 (r.p.m.) 5 5.5 6 
4. ローラーヘッド位置 (mm) -0.5 0 0.5 
5. インバータ設定 (kHz/kHz) 60/60 40/60 20/60 
88 
 
第 6章 強化磁器製造プロセスの製品強さに与える影響 
6.2 実験方法 
6.2.1 実験計画法 
本研究では図 6.1 中に示す 5つのローラーマシン制御因子に関して実験を行った。 
各制御因子は一般的な工場で用いられている範囲で、それぞれ 3水準で値を設定した。表 6.1 に
各制御因子と水準値を示す。5 因子 3 水準における完全実施実験は 35=243 の実験数である。実
験数を減らすため実験計画法を用いL27(313) 直交表に 5 因子を割りつけた17)。割り付けを表 6.2
に示す。なお交互作用は（回転差×カム回転数）、（回転差×インバーター）、（カム回転数×イン
バーター）の 3 つに関して検出できるように直交表の列を選択した。 
 
6.2.2 試料作製 
市販アルミナ強化磁器陶土を原料として用いローラーマシン成形を行った。焼成後の寸法がφ
133×55mmの碗形状となる学校給食用強化磁器の型を用いて表6.2に示す成形条件でそれぞれ
15 個ずつの成形体を作成した。乾燥後、成形体の縁部を削り仕上げにより丸め玉縁形状を形成し
た。電気炉を用い 900℃で素焼きしたのち施釉を行いローラーハースキルンで 1300℃還元雰囲気
の本焼成を行うことで試料を得た。 
 
6.2.3 試料の特性評価 
焼成後の試料に対して縁部の直径、重量を計測した。焼成変形（D）に関しては、図 6.2 に示す
試料中央部の“G”の部分を計測し、高台高さの 5mm から引くことで算出できる中央部の底落ち量
で評価した。衝撃強さは ASTM C368 衝撃試験方法で各成形条件 10 個ずつ測定した。本来衝
撃強さは測定値をそのまま用いる。しかし、成形条件により破壊起点付近の試料厚さが変化し、影
響を受けることが予想されたため厚さの影響を軽減できるように、分散分析には次式で示す補正値
S を用いた。 
図 6.2 底落ち量（D）の計測方法 
 D＝５－G 
 
S＝I/t2      (6.1) 
S ：衝撃強さ補正値 
I ：衝撃強さ測定値 
t ：破壊起点部厚さ 
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表 6.2  L27(313) 直交表へのローラーマシン制御因子の割り付け 
制御因子 
Run 石膏型回転数 
型-ヘッド 
回転差 
カム回転数 
ローラーヘッド
位置 
インバーター
設定 
  (r.p.m.) (r.p.m.) (r.p.m.) (mm) (kHz/kHz) 
R01 480 50 5 0.5 60/60 
R02 540 50 5.5 0 60/60 
R03 600 50 6 -0.5 60/60 
R04 540 100 5 -0.5 60/60 
R05 600 100 5.5 0.5 60/60 
R06 480 100 6 0 60/60 
R07 600 150 5 0 60/60 
R08 480 150 5.5 -0.5 60/60 
R09 540 150 6 0.5 60/60 
R10 540 50 5 0 40/60 
R11 600 50 5.5 -0.5 40/60 
R12 480 50 6 0.5 40/60 
R13 600 100 5 0.5 40/60 
R14 480 100 5.5 0 40/60 
R15 540 100 6 -0.5 40/60 
R16 480 150 5 -0.5 40/60 
R17 540 150 5.5 0.5 40/60 
R18 600 150 6 0 40/60 
R19 600 50 5 -0.5 20/60 
R20 480 50 5.5 0.5 20/60 
R21 540 50 6 0 20/60 
R22 480 100 5 0 20/60 
R23 540 100 5.5 -0.5 20/60 
R24 600 100 6 0.5 20/60 
R25 540 150 5 0.5 20/60 
R26 600 150 5.5 0 20/60 
R27 480 150 6 -0.5 20/60 
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6.3 結果と考察 
6.3.1 ローラーマシン制御因子の試料特性への寄与率 
試料の各特性の測定値に対し危険率 5％で分散分析を行った結果、ローラーマシン成形の制
御因子が各試料の評価項目に与える寄与率が明らかになった。図 6.3 にローラーマシン制御因子
の試料特性への寄与率を示す。なお、グラフ中で寄与率が 0％となっている制御因子は分散分析
の結果、有意な効果が認められなかった因子である。製品の直径と重量に対して、最も寄与率の
高い支配的な制御因子はインバーター設定であり、寄与率はそれぞれの評価項目に対し、66%と
48%であった。また、石膏型とローラーヘッドの回転差は焼成変形と衝撃強さの補正値の 2 つの項
目に対して、それぞれ 60%と 33％と寄与率が最大であった。よって、今回測定した評価項目に対し
て、この 2 つのローラーマシン制御因子が特に重要であることが判る。このように制御因子の寄与
率が明確に算出されたので、ローラーマシンの制御因子に対する直交表を用いた実験計画法は
きちんと機能していることが確認された。なお、直交表への割り付けで考慮した （回転差×カム回
転数）、（回転差×インバーター）、（カム回転数×インバーター）の 3 種の組合せの交互作用は分
散分析において効果が棄却された。よって、ローラーマシンの成形条件と最終製品特性の関係は
制御因子の直接の効果のみで評価できることが示唆された。 
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6.3.2 製品直径に関する分析。 
 産業的な陶磁器製造において製品の直径を正確に制御することは品質管理の観点から重要
である。特に、学校給食用強化磁器食器は、１クラス分の食器を決まった大きさの食器籠に入れる
必要があるため積み重ねの際の食器間の隙間が 1mm 以下と小さく、より高い精度が求められる。
本研究は同じ石膏型とローラーヘッドを用い、かつ同一ロットの強化磁器用陶土を使用しているが、
実施した27種の成形条件における平均直径で最小値はRun09の132.4mmであり最大値はRun19 
の 134.4mmであった。なお、全試料の直径の平均は133.4mmであった。Run09 と Run19の食器で
はお互いを積み重ねることができず、製品としては不良品となる。従来このような製品直径のぶれ
が生じた場合、原料である陶土の粒度分布の変化や焼成温度のぶれが疑われていたが成形条件
によっても製品直径が大きく変化することが確認された。 
 図 6.4 に製品直径の測定値に対して行った分析の結果を示す。図中“○”のマーカーは危険
率 1％の分析でも有意差が認められたことを示し、“△”のマーカーは危険率 1％では有意差が棄
却されたが 5％では有意差が認められたことを意味している。製品直径に対して 66％の寄与率と
支配的な因子であるインバーター制御は (60/60)→(40/60)→(20/60) とより強く作動させるに従い
直径が大きくなる傾向が確認された。インバーター制御の作動によりカムの回転スピードは遅くなる
ため成型時間は長くなる。インバーターと共に成形時間に影響を与えるカム回転数に関しては寄
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  △：危険率 5％で有意差あり 
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与率は低いものの、成形時間が長くなる回転数の遅い水準が直径が大きくなる傾向が観察され、
直径と成形時間の相関が示唆された。他の因子に関しては、寄与率は 10％以下であるが石膏型
回転数に関しては早くなるほど、ローラーヘッド位置に関してはローラーマシンに対して右側にロ
ーラーヘッド軸を動かした時に直径が大きくなることが明らかになった。 
 
6.3.3 製品重量に関する分析 
図 6.5 に製品重量の測定値に対して行った分析の結果を示す。石膏型の回転数は危険率 5％
の検定でも有意差が棄却されたので“×”のマーカーで示している。製品重量も成形条件によって
大きく変化した。各成形条件における重量の平均は Run26 で最小値 150.7g を示し、最大値は
Run1の169.4g、全試料の平均値は161.6gであった。重量に関してもインバーター制御が最も寄与
率の高い因子であり成形時間が長くなるにしたがい製品重量は軽くなった。ローラーマシン成形に
おける真の成形時間はローラーヘッドが陶土に触れてから離れるまでであり、カム回転数とインバ
ーターの組合せで決定される。今回はインバーター制御とカム回転スピードにそれぞれに 3 水準
の値を設定したため、9 つの成形時間が存在する。そこで成形時間と製品直径、重量の関係を調
べた。 
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図 6.5 製品重量に対する各ローラーマシン制御因子の効果 
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結果を図 6.6 に示す。図から明らかなように成形時間と製品直径に関しては直線的な良い相関
性が認められ、成形時間が長くなるに従い製品直径が大きくなることが確認された。ローラーマシ
ン成形は石膏型と 100℃付近に熱した金属製のローラーヘッドによって行われる。ローラーヘッド
が加熱されているのは、熱により陶土中の水分を蒸発させてローラーヘッドと陶土の間に水蒸気膜
を作り陶土がローラーヘッドに付着することを防止するためである。そのため成形時間が長くなるに
したがい陶土中の水分は失われ成形終了時の素地の含水率は低下する。結果、生地の乾燥収縮
は小さくなり最終製品の直径が大きくなる。一方、製品重量に関しても成形時間との間には比較的
良い相関が確認された。成型時に石膏型から押し出された余剰の陶土は常に縁部で切り取られて
いる。そのため、成形時間が長くなると切り取られる余剰陶土の量が増え製品重量が軽くなる。た
だし一定以上の成形時間が経過すれば切り取られる余剰陶土はほとんどなくなり重量減少は止ま
ることになる。余剰陶土がほとんど出ない状態では型内の陶土の移動はほとんど無く、ローラーヘ
ッドの熱が表面の陶土に集中することで表面に微細な亀裂が大量に発生し乾燥割れの原因となる。
本研究の成形条件では制御因子のすべての組み合わせで乾燥割れ等が発生しない成形可能な
適正範囲で各因子の水準値を設定しており、適切な成形条件であれば成形時間と製品直径、重
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量の直線的な相関が認められることが判った。 
図 6.5 において 2番目に寄与率の高いローラーヘッド位置に関しては正面から右側に0.5mmロ
ーラーヘッド中心軸を動かした水準値“0.5”が重量が軽くなっており逆に左側に動かした場合に重
くなった。これは中心軸の位置が陶土の伸びに影響していることを示しており、右側に移動させた
場合に陶土の移動が容易になることが確認された。 
 
6.3.4 焼成変形に関する分析 
 図 6.7 に焼成変形の測定値に対して行った分析の結果を示す。焼成変形が最も大きかったの
は Run17 であり底落ち量が 1.29mm であり、最小は Run19 の-0.13mm であった。底落ち量のマイ
ナスは食器の底が突き上げていることを示す。焼成変形に寄与率の高い制御因子は石膏型とロー
ラーヘッドの回転差であり、回転差が小さくなるに従い焼成変形が小さくなった。特に 50 r.p.m.差
での成形は他の 100 r.p.m.差、150 r.p.m.差に比べ底落ちが極端に小さくなった。一般に、磁器は
均質な生地であれば焼成中にガラス相が発達することにより軟化し、自重により焼き下がりが発生
する。しかし、今回の試験において最も焼成変形が小さい成形条件では、重力に逆らい突き上げ
が発生している。これは成形後の生地において上面と下面で生地の不均一になっていることを示
唆している。 
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A 
A’ 
B B’ 
乾燥・焼成
ここで組織の不均一差に関して 2 つの仮説が考えられる。1 つは陶土の主要鉱物である粘土鉱
物の配向による収縮の違いである。配向した粘土粒子の収縮の模式図を図 6.8 に示す。粘土鉱物
は板状であるために成型時に配向しやすい。生地の収縮は配向方向によって異なり、面に平行方
向には乾燥・焼成収縮が小さく、垂直方向には大きい。従って、ローラーヘッドによって成形される
内側と石膏型によって成形される外側の面で粘土粒子の配向特性が異なる場合には、収縮に差
が生じ焼成変形に影響する可能性がある。焼成変形に関するもう一つの仮説は、生地密度の違い
である。成形体の内側と外側において生地密度が異なる場合、当然、乾燥・焼成収縮が異なる。 
そこで石膏型とローラーヘッドの回転数だけを 50r.p.m.差と 150r.p.m.差に変化させ他の制御因
子は同じ条件とした試料を作成し粒子の配向と成形体密度について詳しく調査した。成形後の乾
燥が終了した段階で成形体の直径には顕著な違いは見られなかったが、成形体の底面には差が
生じており、50r.p.m.差で成形した試料の底落ち量の平均が 0.8mmであったのに対し 150r.p.m.差
の試料の底落ち量の平均は 1.2mmと大きくなっていた。粘土粒子の配向状態を調べるために試料
の底部から直径３0mmの円盤を切り出し、ローラーヘッドによって成型された内側表面のX線回折
表 6.3  石膏型とローラーヘッドの回転差による 
成形体表面におけるカオリナイト X線回折強度比の変化 
石膏型とヘッドの 回折ピーク比：カオリナイト I(001)/I(020)
回転差 成形体内側表面 成形体外側表面 
50 (r.p.m.) 6.1 7.7 
150 (r.p.m.) 8.3 6.3 
図 6.8  粘土粒子の配向による収縮の違いの模式図 
A / A’＜ B / B’ 
96 
 
第 6章 強化磁器製造プロセスの製品強さに与える影響 
パターンを直接測定した（X’Pert Pro:スペクトリス製）。X線回折パターンにおけるカオリナイトの
（001）面と(020)面のピーク高さを比較することで配向特性を考察した。表 6.3 に石膏型とローラー
ヘッドの回転差による、成形体表面におけるカオリナイトのX線回折強度比（I(001)/I(020)）の違いを示
す。試料内側表面と外側表面を比較したとき回転差 50r.p.m.の成形体においては成形体外側の 
I(001)/I(020) 回折ピーク比が高くなっており、回転差 150r.p.m.の成形体では逆に成形体内側の回折
ピーク比が高くなっている。この結果は回転差 50r.p.m.の成形体では外側表面の粒子がより配向
しており、逆に回転差 150r.p.m.の成形体では内側表面の粒子がより配向している。もし、カオリナ
イト粒子の配向特性が収縮に影響を与えるのであれば回転差 150r.p.m.の成形体のほうが焼成変
形の少ない傾向を示すはずである。しかしながら現実的には回転差 50r.p.m.のほうが焼成変形は
小さくなっており原料の配向性は焼成変形には影響しないことが明らかになった。 
細孔分布の測定は X 線回折を行った後の成形体を用いて行った。成形体を断面の中央部で 2
つに割り内側と外側にわけた後それぞれの気孔特性を水銀ポロシメーター(オートポア III9420：島
津製作所製)で評価した。石膏型とローラーヘッドの回転差による成形体内側と外側における気孔
率の違いを表 6.4 に示す。回転差 50r.p.m.の成形体においては成形体内面側と外面側の気孔率
はほとんど同じであり違いは認められなかった。一方で回転差 150r.p.m.の成形体においては僅か
であるが成形体内側の気孔率が高い結果となった。すでに乾燥による変形が発生した後の試料を
測定していることを考慮すると成形直後の成形体においては、さらに大きい気孔率の差が生じてい
るものと考えられる。また回転差 50r.p.m.の成形体のほうが内面側外面側の両方で回転差
150r.p.m.の成形体よりも低い気孔率を示している。気孔率が低いことは焼成収縮が小さく、また製
品重量が重くなることを示唆す
る。図6.4に示した焼成後の製
品直径の分析において、寄与
率は小さいものの回転差が小
さいほうが直径が大きくなると
いう傾向を示している。図 6.5
における製品重量の分析にお
いては回転差 50r.p.m.の成形
体が最も重い結果を示してお
表 6.4 石膏型とローラーヘッドの回転差による成形体内側
と外側における気孔率の違い 
石膏型とヘッドの 
回転差 
気孔率 (%) 
50 (r.p.m.) 成形体内面側 33.7 
  成形体外面側 33.6 
150 (r.p.m.) 成形体内面側 35.6 
 
  成形体外面側 34.2 
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り、今回の気孔率の測定結果を支持した。これらの結果から石膏型とローラーヘッドの回転差は成
形体密度に作用する主要な因子であることは明らかであり、回転差が小さい場合には成形体密度
が上昇することで焼成変形が低減されることが判った。 
焼成変形に対し 2 番目に寄与率の大きい石膏型の回転数に関しては、回転数が増えるに従い
焼成変形が小さくなっている。石膏型回転数の増加により陶土の受ける遠心力は大きくなり、より強
く石膏型に接触することで成形体の密度が向上することが期待できる。石膏型とローラーヘッドの
回転差と同様に製品直径と重量への石膏型回転数の寄与を確認してみると、製品重量に関して
は分散分析により石膏型回転数の寄与は棄却されておりほとんど変化は発生していない。しかし
ながら直径に関しては石膏型回転数が増加するにつれて製品直径が大きくなる傾向が確認され、
石膏型回転数も成形体の密度に影響を及ぼしていることが示唆された。 
 インバーター制御は長くなるほど焼成変形が低下している。焼成変形の低下と同時に製品直
径が大きくなるのは上の 2 つの制御因子と同様の傾向であり、成形時間が長くなることで成形体密
度が上昇することが期待できる。 
 
6.3.5 衝撃強さ補正値に関する分析 
製品強さ補正値と各制御因子の関係を図 6.9 に示す。衝撃強さを破壊起点の製品厚さの乗数
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で除した衝撃強さ補正値の最大値はRun03 の 0.076J/mm2であり最小値は 0.045J/mm2（R25）であ
った。なお補正前の衝撃強さの最大値は 0.40J （Run03）であり最小値値は 0.25J（Run14、Run25）
であった。ローラーマシンの成形条件で大幅に衝撃強さが変化することはこれまでに報告されてお
らず、一般にローラーマシン成形条件は生産性あるいは成形精度のみを考慮し決定されることが
多い。しかしながら成形条件により少なくとも 1.6倍もの衝撃強さの変化が確認されたので製品強さ
を主要な特性とする強化磁器食器においては、製品強さを損なわない成形条件を採用すべきであ
る。 
衝撃強さ補正値に最も影響を与えるのは石膏型とローラーヘッドの回転差であり寄与率は 33％
であった。回転差 50r.p.m.の水準だけが高い衝撃強さ補正値を示しており、回転差 100r.p.m., 
150r.p.m.では若干 150r.p.m.が高い衝撃強さ係数を示しているがその差は小さくほとんど変わらな
いと考えられる。図 6.10 に衝撃試験で破損した試料の破壊起点付近の破断面を示す。釉層には
放射状に広がるウェイクハックルが明瞭に観察され、また写真の周辺部の釉層は中央付近のなめ
らかな破面に比べ乱れていることから判るように、ミラー面、ハックル領域の存在も確認できる。よっ
てこの部分が破壊起点となっていることは明確である。ウェイクハックルの痕跡から図中白い線で示
図 6.10 衝撃試験によって破損した試料の破壊起点付近の金属顕微鏡写真 
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すように破壊起点を導き出したところ、素地釉層界面付近から約 200µm内側の素地にあることが示
唆された。すなわちこの食器内側面の素地の強さが衝撃強さに影響する。杉山らは成形体密度が
焼成体の曲げ強さに影響することを報告している18)。前節の焼成変形の考察では石膏型とローラ
ーヘッドの回転差が小さいときに成形体の密度が高くなることが明らかになっており、今回の衝撃
強さ補正値の結果と一致する。また石膏型の回転数も回転数が高いほうが衝撃強さが向上してお
り焼成変形と同様の傾向を示している。よって成形条件による強化磁器食器の衝撃強さの向上は
破壊起点付近の成形体密度の向上によるものと判断できる。 
2 番目に寄与率が高いカム回転数にしてはカム回転数が速いほうが衝撃強さ補正値が高くなっ
ている。カム回転数は今回測定した衝撃強さ以外の製品特性に関する寄与率は低く把握できた情
報量が少ないために、衝撃強さに対する効果の原因について正確に知るためには更に詳細な調
査が必要である。しかし効果の原因は把握できなくても、産業的には、製品の衝撃強さ以外にほと
んど影響しない事実を優先し早いカム回転数を選択するのが良いと判る。 
 
6.4 本章のまとめ 
本章では強化磁器の成形方法として国内で最も普及しているローラーマシン成形について、成
形条件すなわち制御因子の設定値が製品特性に与える影響を、実験計画法を用いて調査した。
これまでに陶磁器食器の成形方法が最終製品の特性に与える影響について研究した例はほとん
どなく、ローラーマシン制御因子が最終製品の様々な特性に大きく影響を与えることを初めて明ら
かにし、以下の結論を得た。 
 
(1) 直交表を用いた実験計画法は複雑なローラーマシン成形の制御因子の分析においてもよく機
能し、最終製品の特性に与える制御因子の影響について統計学的な検討が有効であることが
確認された。 
 
（１） ローラーマシンによって成形された強化磁器食器の、製品直径の支配的因子は成形時間で
あった。成形時間はインバーター設定とカム回転数の組合せで決定されるが、成形時間が長
くなるに従い、製品直径は大きくなった。本研究における27種の成形条件の間で製品直径の
最大値と最小値には 2mmの、製品としては無視できない差が生じた。 
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（２） 製品重量の支配的因子も成形時間であり、成形時間が長くなるに従い、製品重量は軽くなっ
た。製品重量の最大値と最小値には 20g の開きが生じた。 
 
（３） 製品の焼成変形（底落ち量）に最も寄与する制御因子は石膏型とローラーヘッドの回転差で
あった。本研究における水準値で回転差が最も小さい50r.p.m.において底落ちが小さくなるこ
とが明らかになった。27種の成形条件で最も底落ち量が少なかった試料は-0.19mmと重力に
逆らって突き上げており制御因子の組合せにより底落ち量は大幅に低減できることが確認さ
れた。気孔率を測定した結果、回転差は成形体密度に影響していることが明らかになり、他の
制御因子の効果も成形体密度が底落ち量に影響していることを示唆した。 
 
(4) 強化磁器食器にとって最も重要な特性である製品の衝撃強さの測定値と製品厚さを用いて
算出した衝撃強さ補正値について、最も寄与率の高い制御因子は石膏型とローラーヘッドの
回転差であった。成型時条件により衝撃強さは 0.25J～0.40J まで変化を示した。衝撃強さが
このように変化する原因も焼成変形と同様に成形体密度の影響と考えられた。 
 
 
 
文献 
1) K. Hamano and M. Hirayama, J. Ceram. Soc. Japan, 102, 665-669 (1994)  
2) K. Hamano, Yueh-Hong WU, Z. Nakagawa and M. Hasegawa, J. Ceram. Soc. Japan, 99, 
153-157 (1991)  
3) K. Hamano, Yueh-Hong WU, Z. Nakagawa and M. Hasegawa, J. Ceram. Soc. Japan, 99, 
1110-1113 (1991)  
4) K. Hamano,  Z. Nakagawa and M. Hasegawa, J. Ceram. Soc. Japan, 100, 1066-1069 (1992)  
5) S. R. Braganca, C. P. Bergmann and H. Hubner, J. Eur. Ceram. Soc., 26, 3761-3768 (2006).  
6) Y. Kobayashi, O. Ohira, Y. Ohashi and E. Kato, J. Ceram. Soc. Japan, 99, 495-502 (1991)  
7)山本登, セラミックス, 16, 282-284 (1981) 
8) Y. Kobayashi, O. Ohira, Y. Ohashi and E. Kato, J. Ceram. Soc. Japan, 98, 504-509 (1990) 
101 
 
第 6章 強化磁器製造プロセスの製品強さに与える影響 
9)浜野健也, セラミックス, 3, 171-179 (1968) 
10) K. Hamano,  A. Hatano and S, Okada, J. Ceram. Soc. Japan, 101, 1038-1043 (1993)  
11) Y. Kobayashi, O. Ohira, T. Satoh and E. Kato, J. Ceram. Soc. Japan, 102, 99-104 (1994)  
12) Y. Ohya and Y. Takahashi, J. Am. Ceram. Soc., 82, 445-448 (1999).  
13) Y. Iqbal and W. E. Lee, J. Am. Ceram. Soc., 83, 3121-27 (2000) 
14) Y. Iqbal and W. E. Lee, J. Am. Ceram. Soc., 82 3584-90 (1999) 
15) William M. Cam and Udayan Senapati, J. Am. Ceram. Soc., 81 3-20 (1998) 
16) S. L. Correia,  A. P. N. Oliveira, D. Hotza and A. M. Segadaes, J. Am. Ceram. Soc., 89, 
3356-3365 (2006) 
17)田口玄一, 直交表による実験のわりつけ方, 日科技連 
18) N. Sugiyama, R. Harada and H. Ishida, J. Ceram. Soc. Japan, 104, 312-316 (1996) 
 
102 
 
第 7章 統括 
第 7章 統括 
 
本論文では現在、特に学校給食用食器の分野で市場を拡大している、強化磁器食器に関
して、製品の機械的強さの評価方法と製品強さの向上方法について述べた。強化磁器食器
に関して製品の機械的強さは重要な特性であるが、その評価方法は規格化されておらず、国
内で比較的多く行われてきたASTM C368 衝撃試験法についても、測定機関ごとのアレンジ
が加えられることが多く、測定方法の妥当性を確認する必要があった。そもそも、強化磁器食
器の機械的強さを振子式衝撃試験機で測定した時の、測定値の分布やバラツキの大きさも明
確ではなく、本研究は、そのような根本的なところを統計的手法にて確認することから開始した。
数多くの強化磁器食器に対して衝撃強さの測定を行い、統計的検討を繰り返すことで、根拠
のある測定方法を提案し、試料数と測定精度の関係等も明らかにした。同時に従来ほとんど
研究されていなかった磁器食器の形状が衝撃強さに与える影響について検討を行い、ローラ
ーマシン成形条件の最適化による製品強度向上について提案した。以上を統括した結論を
以下に述べる。 
1 章では磁器の機械的強さの向上に関する従来の研究を概説するとともに、強化磁器食器
の現状について述べ、強化磁器食器の衝撃試験法について研究する必要性を明らかにし
た。 
2 章では、100 個の皿形状の強化磁器食器の衝撃強さに対して適合度のχ2検定を行い、
衝撃強さが正規分布で近似できることを明らかにした。また、246 種の強化磁器食器に関する
衝撃試験結果から、衝撃強さ測定値の変動係数が、食器形状や衝撃強さに関係なく同様の
傾向を示すことを明らかにし、そのメディアン平均が 0.118 であることを示した。変動係数
“0.118”を用いることで衝撃強さ平均の 95％信頼区間は試料数 5 の衝撃試験では平均±
10％、試料数 10 の場合で平均±7％であることを明らかにした。 
3 章では、衝撃試験によって破損した強化磁器食器の亀裂パターン、及び破面の解析を行
い、破壊パターンを明らかにした。強化磁器の破面にはガラスと同様の破壊の痕跡が残り、特
に釉層にはウェイクハックルをはじめとする亀裂進展の痕跡が数多く観察され、破壊起点の特
定が容易に可能なことを確認した。また衝撃試験における強化磁器食器の破損が、食器の変
形によって食器内側に生じる引張応力によるものであることを明らかにした。 
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4 章では衝撃試験における試料の固定条件、すなわちバックストップの開き角と試料中央部
への拘束荷重が衝撃強さの測定値に影響を与えることを明らかにし、原因を衝撃試験と結果
と圧縮試験における荷重変位線図から調査した。バックストップの開き角は、強化磁器食器が
吸収できる衝撃エネルギーの最大量に影響し開き角が大きくなることで吸収エネルギーが大
きくなることが明らかになった。一方で、強化磁器食器が上方向に跳ね上がるのを拘束する拘
束荷重は、打撃点付近の試料の変形を抑制することで、3 点曲げ強さ試験における試料支持
間距離を短くしたような効果を試料に与え、測定される破壊荷重を高くする。結果、試料の破
損に、より大きなハンマーエネルギーが必要となり測定される衝撃強さが大きくなることが明ら
かになった。これらの結果は衝撃強さの測定において試料固定の条件を一定にする必要性を
示した。 
5章では強化磁器食器の衝撃試験のFEM解析を行うことにより、強化磁器食器の形状が衝
撃強さに与える影響について明らかにした。直交表を用いた系統立てた形状決定因子の調
査により、強化磁器食器の衝撃強さに最も影響を与えるのは玉縁の半径であることを明らかに
した。一方で玉縁につながる玉縁内側の縁部の厚さは衝撃強さにほとんど影響しないことが
判り、軽量化のためには薄く仕上げることも可能である。縁部の開き角に関しては胴部の立ち
上がり角115°に対し10°外側に開くことが強度向上のために有効であった。また胴部と縁部
は出来るだけ段差なく滑らかな線でつなげることが強度向上に有効であることが明らかになっ
た。このように実験計画による形状データの検討で、効率的な形状の検討が可能なことを提案
することが出来た。 
第 6 章では、最も普及した強化磁器食器の成形方法であるローラーマシン成形について、
成形条件が製品特性に与える影響について明らかにした。特に強化磁器食器の衝撃強さ関
しては、本研究により調査した衝撃試験方法を用いることで、信頼性をもって測定値の比較が
可能とであった。また、従来、複雑すぎて調査困難であった制御因子と製品特性の関係が、
実験計画法の適用により統計学的に明らかとなることを示した。ローラーマシンの制御因子は
調査した製品直径、重量、焼成変形そして衝撃強さに大きな影響を与えた。製品直径は成形
条件で2mmの変化を示し重量に関しては20gの変化が確認された。これらの食器性状に関し
ては、成形時間の影響が大きいことを統計解析により明らかにした。一方で焼成変形と衝撃強
さに関しては石膏型とローラーヘッドの回転差の影響が大きく、この制御因子により成形体の
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密度が変化することが変化の主要な原因であることが判った。衝撃強さは成形条件により
0.25J から 0.40J まで変化し成形条件最適化の重要性が確認された。 
 
最後に、これまで磁器製品である食器そのものの製品強さに関する研究報告はほとんど行
われていなかった。本研究によって、強化磁器食器の製品強さの評価方法として衝撃試験の
精度、測定条件について確認した。また、形状設計による製品特性の向上の可能性や、ロー
ラーマシンにおける成形条件が製品特性に大きな影響を与えることも明らかにした。このように
従来行われていた素材の特性改善以外のプロセスでも最終製品の機械的強さの向上手段は
多く残されており、今後は各製造プロセスが最終製品に与える影響について更なに詳細な研
究が必要であると考える。強化磁器製品に対する消費者の信頼を高め、市場を拡大するため
に素材に加え強化磁器の最終製品を対象とした研究開発の拡大に期待したい。 
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